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企業組織と複雑系

岡　部　鐵　男

［1］　はじめに

　分権的企業組織をサブシステムからなるシス

テムとしてとらえ、システム全体の調整と効率

をはかるとき、複雑系とのかかわりはどのよう

に考えられるであろうか。組織は市場で生じる

不確実性や複雑性を扱いやすいように様々な工

夫を行っている。振替価格やシャドープライス

を用いて企業内に擬似的市場を導入し、企業活

動を調整し、企業内の資源配分の効率化をはか

ろうとする方法もその一つである。プロフィッ

ト・センターとしてのサブシステムは内部モデ

ルをもつ。企業モデルにおいてシステムが経営

全体の共通資源制約を持つとき相互依存関係が

ある。中央の管理者は税またはボーナスをサブ

システムに課すインセンティブ・システムの採

用によって調整と最適を達成する。企業の大規

模化にともない分権的組織形態をとる企業にお

いて経営全体の目的を達成するためにはそのよ

うな企業に包摂される部門間の利害の対立ある

いは相互依存関係を調整することが必要になる。

企業の目的が利益の最大化にあるとすると、こ

のような問題は企業内の希少資源の配分問題と

して取り上げることができる。この資源配分問

題の特徴は各部門をプロフィット・センターと

し、各部門は当該企業の希少な共通資源制約の

もとで企業全体の最大利益を達成させると同時

に各部門自体もそのような制約の中で最大利益

を達成できるような価格を取り扱う点にある。

価格の「見えざる手」としての市場調整機能に

注目し、企業の内部に擬似的な市場を導入して

企業内資源配分の効率化を計ろうとするアプロー

チは大別すると、伝統的な経済理論の限界分析

による方法と数理計画法による方法とがみられ

る。このような角度から取り上げられる企業内

資源配分問題は効率性の観点から分権的意思決

定システムのデザイン、外部性の処理、情報と

不確実性の各問題をその中に含んでいる。分権

化は集中的に計画され統制された大規模組織に

固有の不効率を問題にするので、分権的意志決

定システムは一般に全体としての組織に利益を

与える。各部門をプロフィット・センターとす

ることによつで肩報節約的となり、インセンティ

ブを利用できるよう工夫されるので各部門に対

して計画とコントロールの責任を持たせること

ができる。情報の流れは現在の事態と一致し、

時間の遅れを伴った意思決定や不完全な情報に

よる意思決定の解決が行われ、決定を適時にな

すことが可能となる。部門間に活動の相互依存

関係がない場合には当該部門を独立した活動単

位とすることによって分権化による資源配分の

効率は高められるが、相互依存関係がある場合

には資源配分の効率を高めるような調整メカニ

ズムが要求される。この調整メカニズムの特徴

は各部門と中央の管理者との間の情報の流れを

節約し、情報の複雑さと時間への依存性を最小
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にするようデザインされねばならない。1つの

企業に包摂されている企業または部門は製品の

補完や代替関係あるいは技術の依存関係を持っ

ているであろう。裏返して考えれば需要依存や

外部経済のメリットを享受できるので企業は内

部市場による効率的な資源配分を行っていると

考えられる。

　限界分析による企業理論アプローチに対して

いくつかの欠点が指摘される。すなわち、（イ）

モデルは静態的であり、需要独立や技術独立の

仮定は現実に妥当するかどうか問題がある。需

要依存がある場合には交差限界収入を測定して

各部門の限界収入を修正しなければならない。

（ロ）部門の管理者はトランスファー・プライ

ス決定のための正確な費用についての情報を伝

達することを怠ったり、故意に不正直な情報を

伝達する可能性がある。（ハ）多部門からなる

企業が多種類の製品を作っている場合には限界

費用分析では扱いにくい、等が指摘される。

（ロ）を調整するためのシステムとして罰金と

ボーナスあるいは割り当てのシステムなどを採

用することが検討される。

　外部性と退化を避ける工夫がなされるが、企

業モデルのデザインに依存して機会主義、ゲー

ムの可能性、外部性が生じる。外部性は他部門

の決定の後でないと自部門の決定ができないこ

とによる不確実性に関わっている。サイモン

［H．A．　Simon，1967］は価格メカニズムによる

最適化に代えて満足基準を採用することによっ

て組織をコントロールすべきであると主張して

いる。分権化に伴って生じる問題の一つはある

部門が本社に対して故意に不正直な情報を送っ

て相手をあざむき、それによって利益を得る機

会主義の可能性である。もう一つの問題は不確

実1生の問題である。現実の企業の資源配分は不

確実性のもとで行われているので確定的モデル

を不確実性のもとでのモデルに拡張する必要が

ある。そのような場合に、各部門は客観的とい

うよりは主観的に、異なる状態についての確率

を知っているという点が重要である。企業が直

面する状態が無限にあっても問題の本質的な性

質は変わらないから、部門は有限の数の離散的

な分布によって無限に多くの状態に対する確率

分布に近づくことができる。従って分解原理と

その拡張された方法は直接的に不確実性下の資

源配分問題に適応できる。一般化された目標分

解モデル（GGDモデル）の特徴は満足基準を

基礎とした部分最適を求めて組織の決定活動を

調整する。モデルは目標からの偏差を最小にす

る目的関数を組み込んでいる。マネジメント・

ユニットは目標からの偏差に掛かるウェートを

通じて交渉力の強さを発揮できないものと考え

られる。この点で、ポリエージェント・システ

ムと考えられるGGDモデルをゲーム問題とす

ることなく解を得る方法であると考えられる。

複雑系に関わる経営問題について、企業は複雑

性を単純化したり学習効果や満足化基準を用い

たり、自己組織化や創発を得るため目標や割り

当て（quota　setting）を与えて問題解決を行

うのではなかろうか。

　企業の大規模化にともない分権的組織形態を

とる企業において経営全体の目的を達成するた

めにはその様な企業に包摂される部門間の利害

の対立あるいは相互依存関係を調整することが

必要になる。企業の目的が利益の最大化にある

とするとこのような問題は企業内の希少資源の

配分問題として取り上げることができる。この

資源配分問題の特徴は各部門をプロフィット・

センターとし、各部門は当該企業の希少な共有

資源制約のもとで企業全体の最大利益を達成さ
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せると同時に各部門自体もそのような制約の中

で最大利益を達成できるような価格を取り扱う

点にある。価格の「見えざる手」としての市場

調整機構に注目し、企業の内部に疑似的な市場

を導入して企業内資源配分の効率化を図ろうと

するアプローチは大別すると、伝統的な経済理

論の限界分析による手法と数理計画法による方

法とがみられる。このような角度から取り上げ

られる企業内資源配分問題は効率性の観点から

分権的意思決定システムのデザイン、外部性の

処理、情報と不確実性の各問題をその中に含ん

でいる。分権化は集中的に計画され統制された

大規模組織に固有の不効率を問題にするので、

分権的意思決定システムは一般に全体としての

組織に利益を与える。各部門をプロフィット・

センターとすることによって情報節約的となり、

インセンティブを利用できるよう工夫されるの

で各部門に対して計画とコントロールの責任を

持たせることができる。情報の流れは現在の事

態と一致し、時間の遅れを伴った意思決定や不

完全な情報による意思決定が行われ、決定を適

時になすことが可能となる。部門間に活動の相

互依存関係がない場合には当該部門を独立した

活動単位とすることによって分権化による資源

配分の効率は高められるが、相互依存関係があ

る場合には資源配分の効率性を高めるような調

整メカニズムが要求される。この調整メカニズ

ムの特徴は各部門と中央の管理者との間の情報

の流れを節約し、情報の複雑さと時間への依存

性を最小にするようデザインされねばならない。

一つの企業に包摂されている企業または部門は

製品の補完や代替関係あるいは技術の依存関係

を持っているであろう。裏返して考えれば需要

依存や外部経済のメリットを享受できるので企

業は内部市場による効率的な資源配分を行って

いると考えられる。

　一般に外部性がある場合には価格メカニズム

はうまく働かないので、企業内資源配分の効率

を図るために経済学上の市場の概念を企業内の

活動に当てはめるに当たっては外部性を明確に

扱わなければならない。本稿は企業内資源配分

のため考案されたいくつかのモデルを吟味する

ことによって複雑系としての組織の内部モデル

を明らかにするための一つの足掛りとすること

を目的としている。

　組織における分権化はより低い管理階層によ

り大きな権限と責任を与えることによって、イ

ンセンティブを与え組織の目標達成に貢献する

ので、いくつかのサブシステムからなるシステ

ムにとっては、サブシステムの管理者をいかに

コントロールするかが重要な課題である。従っ

て有効なインセンティブ・システムの開発が要

請される。この様な理由から価格メカニズムは

分権化された組織において資源の最適配分を行

うに当たっての管理用具の一部門担うものと考

えることができる。そこで以下では罰金とボー

ナスのインセンティブによって調整されると考

えられる分権システムをとりあげて論じる。

　ハーシュレーファーは限界分析による企業理

論アプローチを採用し単一製品モデルと多品種

製品モデルについて分析した。需要曲線と供給

曲線は財の調達と生産にかかわる費用及び財か

ら得られる利益に関する情報の集約として考え

られてきた。ハーシュライファは垂直的に統合

された2部門からなる企業モデルを設定し、各

部門をプロフィット・センターとすることによっ

て内部市場を作り、限界分析を用いたトランス

ファー・プライス（振替価格以下振替価格）によ

る資源配分問題を考察している［Hirshleifer，

J．，1956，1957］。この企業モデルは製造部門
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と流通部門からなり、製造部門は中間製品を作

り、流通部門はこの中間製品を加工するかある

いはそのままで外部の市場に販売する。各製品

の限界費用は容易に決定でき、各プロフィット・

センターの経営者は自律的に活動する。利益関

数は凹、費用関数は凸が仮定される。彼は両部

門が技術独立と需要独立の条件のもとで企業全

体の利益を最大にすると同時に部門自体も最大

利益を達成できる振替価格の決定ルールを限界

費用に求めている。分析される市場の状態は

（1）最終製品市場が完全競争で中間製品の外部

市場がない。（2）最終製品と中間製品の市場は

いずれも完全競争、（3）最終製品市場が完全ま

たは不完全で中間製品の市場が不完全競争、の

3つのケースであり、いずれも限界費用による

価格決定のルールが採用できるとされている。

　限界分析による方法では中間製品に対する外

部の需要が全くない場合でかつ最終製品に対す

る外部の市場は完全競争の場合に、限界製造費

用と限界流通費用の和が市場価格に等しくなる

ようなレベルにアウトプットが決定されるが、

その場合の振替価格は限界費用によって決定さ

れる。中間製品の市場が完全競争の場合には振

替価格は最終製品の市場の競争が完全競争であ

ると不完全競争であるとにかかわらず、市場価

格であるが、この場合にも振替価格は限界製造

費用に等しいから限界費用による価格決定のルー

ルに従っているということができる。中間製品

の外部市場が不完全競争の場合には各個別の市

場の純限界収入と生産の結合限界費用とを等し

くさせる点に振替価格は決定される。従ってこ

の場合にも限界費用による価格決定のルールが

採用される。しかし限界分析による方法では、

ある部門を用いるかどうかの決定問題について

確定的な解答を与えないということが一つの欠

点であることが指摘される。ローネン及びマッ

キニィはハーシュライファの振替価格決定方法

について次のように批判をつけ加えている。即

ち、この方法では企業の市場の状況がわからな

ければ適用できないが、彼の方法は各部門の管

理者の自律的な意思決定による分権化を弱めて

いるということを指摘している　［Ronen，

Mckinney，　G．m，1970］。

　価格機構を用いた逐次的近似によって組織の

調整を行なう場合には、各部門に自律性を与え

ることによって情報節約的分権化が可能となる。

しかし価格機構を企業に適用するにあたって価

格機構にともなうある困難性が生じる。完全競

争のもとでは最適資源配分は限界費用と限界収

入が等しくなる点において達成されるが、市場

に関する不完全競争の条件あるいは外部経済や

外部不経済といった外部性がある場合には市場

価格メカニズムは最適を達成するのに十分では

ない。サイモンは価格機構擁護論を二つに要約

し、次のように論評している。「（1）外部不経

済のない完全競争のもとで、集権的組織と同じ

ように（各部門の利益を最大にすることによっ

て）分権的組織のもとで最適決定が保証できる。

（2）事実、分権的組織は集約的組織よりも情報

と計算が少なくてすむからこれらの最適決定は

実際に分権的組織のもとで達成でき、集約的組

織のもとでは達成できない。完全競争の仮定を

ゆるめる場合には部門利益の最大化ルールを限

界費用と価格を等しくすることに代えることを

仮定すれば、バロン［Barone，　E．，1935］」の

理論によって議論はなお有効である。外部経済

と外部不経済を考慮に入れるとき、集約的意思

決定に対する分権的意思決定の純利益（又はそ

の逆）は、必要な事実を得ることができないこ

と、そして必要な計算を行うことができないこ
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と（制約された合理性bounded　rationality）

による集約的意思決定の損失に対して、間接的

な行為の結果（外部経済）を考慮にいれないこ

とによる分権的意思決定の損失を比較して評価

されなければならない。問題は意思決定メカニ

ズムにおけるこれらの二つの種類の“不完全性”

についての比較的重要性を持った数量的な問題

となる　［Simon，　H．A．，1967］」。このような外

部性の存在が組織にとって重大であるならば外

部性を除くために全社的な階層構造の再組織化

が必要とされるであろう。ウィンストン

［Whinston，　A．，1964］は次のように述べてい

る。「例えばそのような再組織化は外部性の問

題を除くために、二つの部門を一つの単一の意

思決定単位に結合することによって効果をあげ

られるかも知れない。これはある状況のもとで

は望ましいし、又は、必要ですらあるかも知れ

ないが、それによって分権化の目的は挫折する

し、ある利益がそれによって失われる傾向があ

るという点で注意が必要である。もちろん、外

部性の理由から効果をあげるような部門の統合

は単なる一つのアプローチである。他の方法は

組織制約の利用である」。サイモンはこのよう

な選択は経験的な事実を考えることによって、

それぞれの場合に応じて決定されなければなら

ないと述べている。市場経済の価格機構による

“見えざる手”によって、現実の企業における

分権化された組織を調整しようとする場合には、

完全競争の仮定をゆるめて適用しなければなら

ないかもしれないし又外部性がないとは安全に

は仮定できない。

　このような限界分析によるアプローチに対し

ていくつかの欠点が指摘される。即ち、（イ）

モデルは静態的であり、需要独立や技術独立の

仮定は現実に妥当するかどうか問題がある。需

要依存がある場合には交差限界収入を測定して

各部門の限界収入を修正しなければならない。

（ロ）部門の管理者は振替価格決定のための正

確な費用についての情報を伝達することを怠っ

たり、故意に不正直な情報を伝達する可能性が

ある。（ハ）多部門からなる企業が多種類の製

品を作っている場合には限界費用分析では扱い

にくい、等が指摘される。この様な問題点を解

決するために数理計画法によるアプローチが用

いられる。

　以下では複雑系の内部モデルを明らかにする

ために、（ロ）に焦点をあてて資源配分を効率

的にするためのインセンティブ・システムにつ

いて検討する。

［2］　インセンティブ・システムと数理計画法

　　アプローチ

ー内部モデルの効率の測定一

　企業内資源配分を行うに当たって、（i）企

業内の需要独占、（i）企業内の供給独占、（血）

企業内の独占的競争、の三つのケースの内部市

場状態を考えることができる。（i）のケース

では供給部門は需要独占者に中間製品を競争し

て販売するので販売価格をコントロールできな

い。従って振替価格を決定するにあたって供給

部門は限界費用を好んで用い、内部効率に基づ

いて競争する。（i）のケースでは供給独占者

は支配的な地位を占めるので分権化のメリット

は損なわれるであろう。（鋤のケースでは多

数の供給部門と需要部門がひしめいている状況

であり、ある資源配分モデルに従って振替価格

が決定されない場合には交渉によって価格が決

定されるようになろう。その場合には部門の利

益は交渉能力を反映することになるので分権化
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のメリットは損なわれる。しかしながらLPを

用いて振替価格を決定しようとするインセンティ

ブは（iii）の場合に一番強く働き、内部効率を

測定する基準としての機会費用はシャドー・プ

ライスによって測定される。線形システムを用

いて振替価格を決定する際には、シャドー・プ

ライスの用い方について次の諸点に注意する必

要があろう　［A．R．　Abde1－khalik　and　E．J．

Lusk，1974］。（イ）インプットとアウトプッ

トおよびシャドー・プライスがLPを用いて集

中的に決定されるならばプロフィット・センター

を用いた分権化の必要性は疑問である。このよ

うな場合には情報の節約を根拠とする集権化に

ついての説得的な議論が展開されよう。（ロ）

各部門がシャドー・プライスにもとづいて決定

された振替価格を中央の管理者によって課され

る場合には、ある標準を課されるときと類似の

モラールに対する逆効果を生ずるかも知れない。

（ハ）プロダクト・ミックスが不変で資源が有

効に利用されている場合にシャドー・プライス

は有効に機能する。外部性がある場合にはシャ

ドー・プライスは有効に機能しないのでこれを

解決する方策が必要とされる。（二）ジェナー

グレンは線形システムにおいては、退化の場合

を除いて、振替価格はアルゴリズムから得るこ

とができないことを指摘している）　［P．

Jennergren，1971］。この問題はボーモルとファ

ビアンによって最初に示唆された夕倍区性と内点

の問題に関連している［W．J．　Baurnol　and　T．

Fabian，1964］。（ホ）経済学者によって得られ

る解は外部性を内在化させるが、LPによる解

は部門間の二倍区経済と外部不経済を明確に扱わ

ねばならない［O．A．　Davis，　and　A．　Whinston，

1962］。線形モデルよりも非線形モデルの方が

外部性を明確に扱うことができる。以上の諸点

に注意しながら以下ではダンチッヒとボルフの

開発になる分解原理を中心として展開される線

形モデルと非線形モデルを検討する。ボーモル

とファビアンは各部門に対してインセンティブ

を与える必要のあるときにはダンチッヒとボル

フの分解原理が利用できることを示唆している。

［3］分解原理とインセンティブ・システム

ーエージェント・システムとしての内部モデ

　　ルの構造一

　（1）分解原理の経済的解釈

　分解原理はいくつかの部門（サブシステム）

からなる企業において、共通資源についての企

業全体の制約と各部門の資源制約の条件の元で

中央の管理者（本社）

工場の新計画案を用いてマス
ター・プログラムを解く。

最終ステップ 共通希少資源の価格が安定した
時に新案と旧案との最適ミック
ス（ウェイト）を決定する。

共通希少資源を需要するた
めの新しい案を提出する。

共通希少資源の価格（シャドー・

プライス；π）を通報する。

ス

タ

ト

工　　場（部門）

シャドー・プライスを用いて
サブ・プログラムを解く。

工場へ共通希少資源
の配分を決定する。

ぐ一＿＿．一一＿＿■■＿」

図3－1
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部門間に相互依存関係を持つ企業全体の利益を

最大化する線形計画問題を解く手段を与え、中

央の管理者と各構成単位との間の情報の交換に

よって計算されたシャドー・プライスにもとづ

き最適な計画に到達するまで繰り返し計算が行

われる［GB．　Danzig　and　P．　Wolfe，1960］。

この点でエージェンシー問題の特徴をもってい

る。分解原理による最適生産計画のための情報

は図3－1のような流れをもっている。

　図の太い矢印の部分は本社と工場間の情報の

交換によって逐次改良的に最適計画に達するプ

ロセスを表し、破線の部分は最適が達成される

最終計算段階において各工場へ希少な共通資源

の配分を決定し通告するプロセスを表している。

　いま次のような一般的に定式化された問題を

考えてみよう。

Max　Z＝c1∬1十〇2∬2十…cん∬ん

S．t．　ノ11」じ1一トノ12」じ2一ト・一ノ1ん∬κ；4

β1：r1　　　　　　　　　　＝わl

　　　B2∬2　　　　　　　；δ2

　　　　　　　　　B耀κ＝わん

　　　銑≧0（ゼ＝1，…　　，1σ）

（3．1）

（3．2）

（3．3）

　ただし銑（物×1列べクトル）は∫部門のア

クティビティレベルであり、ら（1X物列べク

トル）はぜ部門の製品1単位当りの利益計数で

ある。また4¢×1列べクトル）は各部門に

共通して用いられる資源であって、Zl即×物

行列）は全社的な観点からみた場合の部門の資

源消費に関する技術計数である。易（槻×篤

行列）は各部門固有の資源消費に関する技術計

数である。共通資源制約は各部門が共通して消

費する会社の資源制約であり、．傷がすべて零

ならば各部門の相互依存関係はなくなり、各部

門が他の部門のことを考慮せずに自律的に活動

して最大利益を得ればそれが同時に全社的な利

益を最大にすることになる。6ゼ（鵬×1列べ

クトル）は乞部門固有の資源であり部門の活動

水準はこの資源に制約される。

　さて、

聚評｝　　　（a4）
の可能解の集合は有限個の端点しかもたない閉

凸集合である。簡略化のため有界性を仮定する

が、以下とくに断わらない限り非退化を仮定す

る［S．1。Gass，1969］Qこのとき（3．1）一（3．3）式

の最適解とシャドー・プライス（振替価格）を

もとめることができる。

　以上の計算は本社においてなされるが、他方、

工場の側では次式で表される各工場のサブプロ

グラムを解く。各工場の問題は製品1単位当り

の利益貢献分と共通資源を1単位消費するとき

にかかる費用との差を最大にするような価格で

共通資源を購入する生産計画を選択する問題と

して定式化される。

　この解を本社に送り、マスター・プログラム

を解くことを繰り返すことよって、価格の手引

きによって分権的組織の生産計画を達成できる

が。しかし計算の最終段階において中央の管理

者が計画プロセスに介入し、最適生産計画を得

るために用いられるウエイトを指示することに

よって部門の自律性は損なわれる。この理由と

しては技術的外部性が存在すると考えられる。

　分解原理の計算手続きは最初は各工場の計画

が各工場間の相互関係を考慮にいれないで立て

られているので、繰り返し計算の途中では全社
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的な観点からは最適な計画は得られていない。

特に、ある工場ノによるアウトプットの生産が

希少な会社の資源を消費することによって、他

の工場に対して負担をかけ、その費用関数を上

方にシフトさせる場合には工場1は他の工場に

与える負担を考慮していないので、このアウト

プットを過剰生産することになりやすい。同様

に工場ノのあるアウトプットの増加が、他の工

場の利益を増す場合には工場1は自分の利益を

最大にすることを考えて生産を抑制するかもし

れない。従ってこの問題の管理的な側面は夕倍区

経済を与えるアクティビティを丁度適量だけ増

加するよう工場に対して誘引を与え、外部不経

済を与えるアクティビティを減らすよう各工場

を誘導するということである。ダンチッヒとボ

ルフは分解原理のモデルを経済学的に解釈する

に当たって、これらの調整機能を果たすものと

してボーナスと罰金の概念を導入している。こ

の概念は適切な大きさのアウトプットを与える

外部経済がある場合には部門利益に対する1単

位当りの補助金またはボーナスという追加分を

表し、外部不経済がある場合には部門利益に対

する1単位当りの罰金という追加分を表す概念

である。

　②　分解原理と不完全な分権化

　分解原理は各工場に自律性を持たせて最適な

計画を達成する分権的な決定方法である。しか

し計算の最終段階において中央の管理者が最適

計画の実施を工場に求めるので、中央が完全な

情報を持たない中央集権的な側面をもった計画

方法である。完全に分権化された決定メカニズ

ムであれば、各工場の決定はそれを結び付ける

市場メカニズムによって自律的に最適を達成す

ることになるであろう。これに対して企業の意

思決定の完全な中央集権化は中央の管理者が完

全な情報を与えられ、決定権を持ち、各工場を

単に情報収集と実施を求めるための用具として

のみ用いることを意味している。中央の管理者

がある工場の技術計数β1と資源制約δ1につい

ての情報を完全に得ることができれば、マスター・

プログラムを解いて直ちに各工場に最適な計画

の実施を指令できるが、中央の管理者は技術計

数β1を詳細に知ることができない場合が十分

に考えられ、この場合には完全な情報を欠くこ

とになる。しかし中央の管理者が各工場の売上

総額。繊と共通資源Z個の所用量又は供給量

わ轟を知っていれば、各工場の自律的な計算に

おいて分解原理による最適な計画を得ることが

できる。従ってここでの意思決定の分権化とは

各サブシステムのコントロールできる変数に関

して各サブシステムにその全ての技術の決定を

ゆだねることである。この様な権限をゆだねら

れる多数のサブシステムからなる分権化された

組織は最適を達成するためには、サブシステム

間の調整を要する。（3．2）式における4は既知

の依存関係を通じて全サブシステムの活動の調

整を意味しているのであり、もしもサブシステ

ムが完全に独立していて、実質的にサブシステ

ム間に相互依存関係がない場合には（3。2）式の

4はすべて零である　［A，Charnes，　R．W．

Clower　and　K．0．　Kortaneck，1967］。

　ボーモルとファビアンは分解原理に技術的な

外部性の存在することを示唆している。それは

ある部門に対して他の部門の活動が希少資源の

利用可能性を減ずるような場合には、希少資源

の利用を減ぜられた部門は別の技術の使用を強

いられ部門の利益は影響を受けると考えられる

からである。技術的な外部効果は企業の生産関

数がなんらかの仕方で他の企業の投入あるいは
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産出量に依存するときに存在する　［J．M．

Buchanan，　W．C．　Stubblebine，1962］。このよ

うな外部性が存在するときには市場価格メカニ

ズムは有効に機能しない。ウィンストンは「あ

る部門の技術と目的関数型の部門のアクティビ

ティによって影響を受ける場合に外部性が存在

する」と述べている。サブシステム問に技術の

依存関係がある場合に、あるサブシステムの管

理者が正しく動機づけされ、全社的な観点から

のサブシステムの目的関数が通報される場合で

も、決定の同時性の理由から最適な計画を決定

するに当たって、なお困難性が残されている。

また分権化された組織においては各サブシステ

ムの管理者の行動が彼の報酬に影響を及ぼさな

い限り、彼は他のサブシステムについて配慮す

るよう動機づけられないという問題がある。少

なくともあるサブシステムの決定変数が部分的

に他のサブシステムの決定に依存している場合

には、価格メカニズムによる指針は有効に機能

しないので、ここに不確実性を招き、結果とし

て起こるあいまいさを減じたり除くような方法

を見いださない限り分権化された組織の有効性

を損なうことになる。ウィンストンは企業家の

意思決定行動の三つのタイプを次のように列挙

している。

　「1．各企業家は彼の競争者の行為を無視し

て彼の可能なそれぞれの決定から得られる利益

を決定することができる。2．各企業家は最適

戦略一つまり“最善の利益戦略”　　を競争

相手の反応を考えずに決定することができるが、

しかし最適化決定から得られる利益は彼の競争

者のとる行為に依存する。3．ある企業家は競

争者によってなされるであろう決定を最初に知っ

ていない場合には、最適な行動のコースを決定

することすらできないし、いわんやその総利益

を最適にするコースを決定することなどできな

い」。

　経済システムとの類似性により、ウィンスト

ンに列挙された事柄は直ちに我々の経営システ

ムに適用できよう。第一のケースは分権化され

た組織において各サブシステムの管理者は自己

の属するサブシステムの利益を最大にしょうと

して、他を省みずに行動することを意味するで

あろう。第2のケースはゲームの理論とのアナ

ロジーが考えられよう。第3のケースは外部性

の問題を含み、結果として意思決定プロセスに

おける不確実性の問題を含んでいる。外部性の

存在はより一般的な分権的システム、例えば調

整のための価格メカニズム以外の他の方策を用

いるシステムについての可能な研究を示唆して

いるが、その一つの方策としては経済理論にお

ける価格や価格に類似したものとは異なる割り

当て（quota　setting）などの採用が考えられ

る。サイモンは価格メカニズムによる最適化に

代えて満足基準を採用することによって組織を

コントロールすべきであると主張している。

　「しかしながら、我々は最適化に必要な条件

は外部経済のゆえに現実の状態に合いそうもな

いということも分かった。それゆえ我々は進ん

で探索を広げ、最適化の代わりに満足目標

（goal　of　satisficing）に代え、よい決定を生

み出し、少なくとも現実の状態の下で中央計画

あるいは価格メカニズムが好まれるメカニズム

を探す。事実我々の経済における決定メカニズ

ムの価格の適正さについて利用可能な経験的な

証拠のほとんどは、価格が“うまく働く”（つ

まり市場を調整する）という証拠であり、それ

らが最適を与えるということではない。」

　この様に価格メカニズムは組織を調整する役

割のうちの一回分を担うと考える方が妥当とい
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えよう。企業内に外部性が存在しないとは安易

に仮定できないし、外部性が存在する場合に市

場経済に適用される解決方法と同じ方法で解決

できるとは安易に仮定できない。

［4］　内部価格と目標による分権的システム

　外部性と退化の問題を克服するためチャーン

ズとクロワ及びコータネックは目標の優先順位

を設定することによって彼らの分解モデルを開

発している［A．Charnes，　RW．　Clower，　and

K．0．Kortaneck，1967］。その様な目標はpre－

emptive　goalと名付られている。目標が次の

ような条件を満たしているときにpreemptive

である。（1）目標が十分順序づけられている。

（2）目標は個々の目標を満たす各々の重要性に

従って優先順位を割り当てられている。この方

法の根底にある考え方は、分権化は価格のみで

は十分に達成されず、他に情報を与えなければ

目的は達せられないとするものである。分権化

の効率を保証するためには分権的システムの中

に一連のpreemptive　goalが組み込まれてい

なければならない。このユニークな構造はco－

herent　decentralizationと名付けられている。

このシステムにおいては価格情報に加えて目標

をプログラムに組み込むことによって退化を回

避している。部門の問題を解くにあたって各部

門の最適解｛％・｝がマスター・プログラムの最

適解となるような目標αゴが各部門にある。目

標αブはスカラーかベクトルかあるいは部門内

のアクティビティ・レベルを特定の目標に関連

づける等式で表される。この目標αブは等式が

満たされるようなアクティビティ・レベルであ

るときに達成される。目標の集合は個々の目標

を実現させる相対的な重要さに応じて優先順位

を割り当てられている。部門は目標からの偏差

に対して異なる罰金を課すことによって目標を

目的関数の中に組み込んで扱うことができる。

目標αゴ・を設定した部門の費用最小化問題は次

式のように定式化できる。

　但しπ＊は最適振替価格を表し、“11…1｝”は絶

対値を表す。Mは任意の大きい値である。部

門に目標を導入することによって各部門が各々

の利益目標を自律的に達成することが全体の最

適利益を与える。

　ボーモルとファビアンならびにウィンストン

が指摘したように最適解が部門の実行可能領域

の野点にある場合には純粋な価格操作だけでは

不十分であり、分権管理の十分な指針とは成り

得ない。

　分解原理は各部門に共通して用いられる希少

資源に関する情報と中央からの共通希少資源の

価格情報の交換を行いながら解を最適解に収束

させる方法であるがチャーンズ、クロワとコー

タネックはある部門に対して価格が有効に機能

しない点を考慮して価格情報に加えて目標をプ

ログラムに組み込むことによって難点を除き、

計算時間の短縮を計っている。

　チャーンズ、クロワとコータネックは、部門

の端点解が存在する場合には、部門の制約式の

中に目標値を摂動された等式の形で組み込むこ

とによって全体最適利益を上げるための正しい

部門の活動を保証することを証明している。

　全体問題（4．1）式はブ番目の部門のアクティ

ビティ・ベクトルがその制約集合罵の端点で

あるような最適解をもっていると仮定する。そ

のとき、値を委ねるだけで全体最適のための正
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しい部門の活動を保証する。目標に関する追加

情報を加えることによって部門レベルの代替的

な最適解の集合⑤から部門の最適解を選び出

すとともに同時に全体最適を達成することがで

きる。部門の最適解がその実行可能領域の端点

であるならば摂動された等式（perturbed

value　equation）を用いれば十分であり、そう

でないならばベクトルで与えられる一組の線形

等式を用いればよい。

　部門に対して適切な目標が与えられたとき部

門が近似的にこの目標を達成する場合には利益

に対する誤差の影響は小さいものとなる。目標

を割り当てる際に誤差が小さければ総利益に対

する誤差も小さい。ボーモルとファビァンやウ

ィンストンは部門の実行可能領域の内学に最適

解がある場合には価格メカニズムはうまく働か

ないということを示唆した。この場合には部門

のプログラムにベクトルで与えられた目標αゴ

を線形等式として部門の目的関数又は制約式の

中に組み込むことによってこの困難を解決する

ことができる。全ての部門の解がそれぞれの部

門の実行可能領域の端点で生じる場合でも価格

操作だけでは全体最適を得るには不十分である。

この様な場合には共通資源の目標額を摂動され

た等式として部門の目的関数の中に組み込むこ

とによって困難を解決できる。

［5］ハスの分解モデル

ー二次の需要曲線を用いた内部モデルと進化一

　ハスは現実の経済活動において企業が直面し

ている需要曲線や供給曲線は線形ではないとい

う点に注目して分解モデルに二次の需要曲線又

は供給曲線を導入している［J．E．　Hass，1968］。

このモデルはダンチッヒとボルフの分解原理よ

りもより現実を表す条件を設定し、中間製品の

市場が不完全競争の場合にも適用することがで

きる。企業が直面している需要曲線や供給曲線

が直線ではない理由としてハスは（イ）需要依

存、（ロ）変動費依存、（ハ）会社の資源節約、

（二）会社の方針、の存在を挙げている。この

各々の具体的内容について、（イ）については、

同じ不完全競争市場で別の部門によって生産さ

れた競争財が販売されること、（ロ）について

は、中間製品を多数の部門が利用するときに、

大量購入に対する割引があること、（ハ）につ

いては、運転資本の供給制約があること、（二）

については、一つの市場において多数部門によっ

て類似の製品が販売されるときに、その市場に

ついては企業の総アウトプットを制限する方針

のあること、等が考えられることを指摘してい

る。この様なさまざまの要因から企業が実際に

直面している需要曲線や供給曲線は線形ではな

いと考えられるので線形システムの分解モデル

は真に現実の経済を表していないかも知れない

ことが考えられよう。二次計画法を用いた分解

モデルはこの様な点を補うものと考えることが

できる。分解モデルの基本的特徴は中央の管理

者の意図が次の諸点にあるということである。

（i）外部市場のない振替財に特有の供給独占

と需要独占をなくすこと。（i）価格を通じて

通常の手順を踏み、それぞれの下位の意思決定

者にその実行可能な生産領域を報告させること。

（ii）これらの領域内の最適な生産点を選ぶこ

と、また可能な場合には結合利益を最大にする

にあたって下位の意思決定者が自律的に活動す

ることを可能にさせる全製品に対する需要曲線

と供給曲線を見つけること。ウィンストンは関

数がセパラブルならば企業内資源配分を効率的

に行う振替価格が存在するが、ノン・セパラビ
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リティならば純粋な価格メカニズムは損なわれ

ることを指摘している。ハスの二次計画法を用

いたモデルは目的関数にノン・セパラビリティ

のある問題を考察している。このモデルでは各

部門の需要曲線または供給曲線は会社の共通希

少資源を使用または生産することに対して課せ

られる税またはボーナスによって調整され、企

業の中間製品はあたかも完全競争市場で売買さ

れるかのような内部市場が作られる。この様な

調整は部門の生産可能領域の内点で生産するこ

とを可能にし、各部門の利益に基づいて希少な

共通資源を使用することを可能にしている。2

部門の企業モデルの需要関数の調整とアルゴリ

ズムは図5－1で示される。

スタート

中央の管理者は部門1に需要曲線F＋φ逢，

薄蛯Qに需要曲線〇＋φのを知らせる。

両部門は与えられた需要曲線のもとで利

vを最大にし，中央の管理者にそれぞれ
ﾌ生産計画エ，〃を報告する。

中央の管理者は計画を再検討していまま
ﾅの水準をうわまわるものがあればそれ
ﾉ決める。いまの価格で新しい計画は利
vがあるだろうか？

yES　　　　2VO

受入れ可能な代替案としての最新の計画に

謔髢{社問題を解いてシャドー・プライス
ﾎを得る。需要曲線の修正要素を見つける。
薄蛯Pについては一」B1’π十2φ3〃，部門2

ﾉついては一、B鉱十2φ32だけそれぞれの
�v曲線を修正し，各部門に知らせる。そ
ｵて新しい計画案を要求する。

ただし　泓，B2は両部門の技術係数。

　　φ3は外部性を表すマトリックス。

　　2，〃は両部門の前の解を表す。

　　F，0，φ且，φ2は両部門の需要曲線パラメータである。

　　　　　　　　図5－1

　部門1と部門2の調整後の需要曲線はそれぞ

れP十φ1∬一．41π十2φ3g，　Q十φ2写一。4’2π十2φ38

となり、部門の目的関数は二次曲線となる。部

門1の修正要素のうち以πは7個の共通資源

に内部価格を付してその使用に対しては税を与

え、生産に対してはボーナスを与えることを意

味している。2φ3gは前の解gの追加単位を生

産または用いることに対する税またはボーナス

を表している。このモデルでは内部市場に独占

がないことと外部性の適切な処理が取られてい

る点で長所を持つ。中央の管理者は各部門に対

し価格曲線を知らせることによって生産可能曲

線の内点を指示することなしに最適解が得られ

る。

以下ではハスの企業モデルについて概説する。

ハスは利益rを最大にするよう行動する2部

門企業モデルを次のように定式化している。こ

こでの企業の問題はπを見つけることである。

　Max　r（∬，9）＝．F綴十G’写十Hφπ

　S．t．　　ノ41ノ≦1：）

　　　プ；（灘）≦d診　　（ゴ＝1，・・。，2z）　　　　　　　　　　（5．1）

　　　＆（写）≦θ¢　（∫＝1，…，7z）

　　　　　　　　　　　∫，写≧0

　但し、添字ノは行列の転置を表す。第一部門

のインプット・アウトプット・ベクトルを∫、

第二部門のそれを〃、企業のそれを∬＝（朗ン）

で表す。Fと躍は呪×1、θと写はη×1、∬は

（〃z十η）×1のベクトルであり、φは次のよう

に分割できる（魏十η）×（吻＋η）の負値行列で

ある。

　φ1とφ2は各部門の需要曲線または供給曲線

のパラメータを表し、φ2と朔は各部門間に存

在する市場の外部性または目的関数の相互依存

関係を表している。。4はん×（祝十η）の行列で

あり、次のように分割できる。
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且一

i　BIiB2（ん×〃z）i（κ×η））

　行列．B1とβ2は第1部門と第2部門に存在す

る技術的外部性に対する技術係数を表している。

Dはん×1のベクトルで企業の希少な共通資源

を表している。かと＆はそれぞれ∬と〃二つ

いての凸の関数を表し、制約集合承の≦畝

（ゼ＝1，…　　，クz）は第1部門の活動灘に関する生産

可能集合を定義し、g∫（〃）≦2ゴα＝1，…，η）は第

2部門の活動〃に関する生産可能集合を定義

している。Fと0はそれぞれ第1部門と第2

部門の目的関数に含まれるパラメータであり、

第1部門の目的関数は（P＋φ1灘）鰺、第2部門

の目的関数は（Q＋φ2〃）’〃で表すことができる。

第1部門と第2部門のインプット・アウトプッ

トベクターの外部性または利益関数の相互依存

は2〆φ3〃で表される。また会社の共通資源制

約はβ1∬＋．B2〃≦Dで表されている。五とφ3、

％がゼロならば外部性または利益関数（部門

の利益関数）の間の相互依存はないと考えられ

る。各部門の問題は次のように定式化できる。

　第1部門

第2部門

（5．2）

（5．3）

　各部門が適切なφ1とφ2を知っているかまた

は教えられているならば、各部門は自身の利益

を最大にすることができるし、各部門がたてる

計画は企業にとって最適となる。ところがZl

とφ3、φ1がゼロでないマトリックスであると

すると外部性または相互依存性があるので、ア

ルゴリズムを行うために中央の管理者は．F，　G，

φ，孟を知らなければならない。ここで最終の

解が実行可能領域の内点であるならば価格（完

全競争市場の競争者の限界利益）は限界費用に

等しくなり純利益はゼロである。この方法によ

る場合にも計算効率上、初期値として推定値ま

たは前回に行った生産量を用いて計算回数を減

らすことができるし、ある部門が新しい変数を

本社の問題に付け加える際に、部門の可能な限

り多数の計画案を配慮することによって計算の

回数を減らせるであろう。技術変化、市場の状

態、資源制約あるいは方針の変化は本社の問題

と部門の問題を変化させ、部門の計画も状況に

応じて変えなければならないであろう。従って

実際の状態ではアルゴリズムは動態的に継続し

て行われるものと考えられる。既存の条件下で

得られた振替価格に近い振替価格は新しい計算

が実行されている間の一時的な生産計画の基礎

として用いられるであろう。企業の問題は常に

更新されるので、一つの懸念は先に計算された

生産計画案が実行可能でなくなってしまうこと

である。その様な場合には企業の問題から変数

を外すことが必要になる。部門は共通資源に対

して価格を支払うが市場での独占がないという

ことと外部性を考慮されているという点で利益

を得ているし、中央の管理者は共通資源に対す

る需給の均衡した価格においてこれを販売して

利益を得ている。線形システムの分解モデルは

価格の調整に依存していたが、これによって得

られる解は実行可能領域の内点で得られる可能

性がある。ジェナーグレンは退化を除いてはこ

のようなアルゴリズムからは振替価格を得るこ

とはできないことを指摘している。それはチャー

ンズ、クロワ、コータネックが指摘したように

少なくとも凸の部門のサブプログラムが無限に
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解をもつ場合があるということである。この場

合には会社の制約が損なわれているのである

［Jennergren，　P．1971］。ハスのモデルでは価

格曲線を各部門に送ることによって、中央の管

理者が部門に対してその生産可能曲線の内点を

指示することなしに最適解が得られる。このア

ルゴリズムはその様な意味での行動的な障害を

排除している。中間製品はあたかも完全競争市

場で購入または販売される状態が作り出される

ので、各部門はできるだけ多くの製品を生産し

ようとする行動を取るであろう。このメカニズ

ムによれば、中央の管理者が外部性の利益や損

失を吸収しそれに関連する部門に与えられる。

しかしこの方法による場合には、ゲーミングの

可能性が生じる［Whinston，　A．，1964］。その

理由としては共通資源をより安く、より多く使

用する目的で部門の計画案を故意にその様な水

準に決めるであろうと考えられるからである

［Jennergren，　P．1971］。このような場合には

意思決定に対する監査（モニタリング）が必要

になる。

［6］　価格曲線と分解原理

一内部モデルの行動的な障害の除去一

　実際の経済活動においては企業が直面する需

要曲線や供給曲線は線形ではない。ジェナーグ

レンは分解原理を用いる際に生じる困難性は線

形システムを用いながら中央の管理者が情報と

して固定価格（constant　price）を各部門に知

らせることにあるとしている［Jennergren，　P．，

1972，1973］。そこで彼は部門の部分最適化が

常に資源配分問題のマスター・プログラムの全

体最適と一致することを保証するために部門の

サブプログラムを修正した。この方法によれば

本社は会社の希少な共通資源に関する固定価格

を部門に知らせる代わりに最適な固定的でない

価格曲線を知らせる。この価格曲線は次式で与

えられる。

笏＋ん砺（ん＞0；ゼ＝1，…，〃2；ブー1，…，η） （6．1）

但しゼ，ブはそれぞれ共通資源と部門のインデッ

クスである。砺≧0なる砺はブ部門によって購i

入されるゴ番目の共通資源の量を表し、砺≦0

なる砺はブ部門によって消費されずに他の部

門に融通されるゼ番目の共通資源の量を表す。

この価格曲線はベクトルで次のように書き表せ

る。

㌃＋ん砺目隠＋砺4 （6．2）

但し写；（窃・乃ゴ・◎●’・㌦ゴ）であり添字ノは行列の転

置を表す。各部門のプログラムは次式のように

書き表すことができる。

　　　　　フ

但しんは隅×隅の対角元素がすべてんの対角

行列である。価格曲線は砺を余計に消費すれ

ば罰金が高くつき、資源を節約して他に融通す

ればボーナスが与えられるような逓減的な限界

費用に類似した状態を表している。部門のプロ

グラムは2次計画問題になり、価格曲線に基づ

く部門の部分最適かが全体最適となるような各

部門毎に異なる価格曲線が分解原理によって与

えられる。（63）式の目的関数は次のように書

き表される。

ら％一η。4掲一ん∬ノ Y1’Y1ゴ④一。三一担賜一

ん｛（（・4ブ）1鰐）2＋（（且ゴ）、錫）2＋…＋（（且ブ）晒）2｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．4）

但し．4ノ〆1ブはηゴ×ηブの対称行列であり、G4ゴ），
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は行列、4ゴの第ん番目の行である（9＝1，…，クη）。

ある正の固定した値をんとして選べば部門の

アクティビティ・レベル紛より部門が使用す

る．4掲が決まり価格曲線も決まる。（6．4）式は

凹関数と考えられる。（6．4）式については厳密

に凹（strictly　concave）である場合と単に凹

（only　concave）である場合とに分けて考えな

ければならない。いま（7．4）式が厳密に凹であ

ると仮定する。ターン・タッカー条件により

一。ゴ十弓且ゴ十2ん∬！ D4ノD4ゴ十ωゴ易≧0

（一・ブ＋唄ブ＋2砥五’ブ4＋ωブBブ）吟一〇

錫≧0

ωブ≧O

Bゴ∬プー∂ゴ≦0

（易∬ブー∂ブ）ωブー。

（6．5）

（6．6）

（6．7）

（6．8）

（6．9）

（6．10）

但しωブは物ベクトルの変数であり部門固有

の資源制約に関する価格である。

　ここでターン・タッカー条件が成立するよう

なωゴと弓を見つけ出せばよい。但しんは前もっ

て固定されていて、全体最適解灘1＊，…，∬。＊も

与えられており、鰐一鰐＊は既に部門の最適生

産計画であると仮定されている。（6．7）式と（6．9）

式は④＝鰐＊について成立する。ところで

（鴛一ト2ん（ユラ＊）！ノ1ノゴ）ノ1ゴ＝

π＊且ブ，π＊一（π1＊，π，＊，…，π呪＊）

となるような弓を見つけ出せばωゴと弓を見つ

け出す問題を解ける。但しπ＊は会社の共通資

源の価格である。このような写は簡単に見い

だせる。即ち

　鴛＊；π＊一2ん（　　＊」じゴ）！孟！ゴ

　　一（π1＊一2ん（且ブ）1錫＊，π、＊一2ん（且ブ）、鰐＊，…，

　　　π魏＊一2ん（ノ1ブ）祝鰐＊

仮定より、目的関数は厳密に凹であるから（6．3）

式はただ一つの最適解鴎＊を持つ。（6．3）式が単

に凹の場合にはマスター・プログラムは1つ以

上の最適解を持ちサブプログラムは複数の最適

解を持つことも生じるがサブプログラムのある

一つの最適解はマスター・プログラムに対して

も最適である。このように各部門ブ（．ブ＝1，。・。，η）

について最適な価格曲線を得るにはある正の定

数を前もってセットし、弓＝ゲ＝π＊一2ん

（　　＊」じゴ）’且’ゴなるように写をセットすればよい。

この方法によれば通常の分解原理の計算手続き

を行い生産指令を出す代わりに振り替え価格

π＊と部門より収集した情報・4掲＊を元に価格

曲線を各部門に知らせる。各部門はサブプログ

ラムを解いて資源を購入し部門の最適利益を生

み出すような生産を行う。サブプログラムが厳

密に凹であっても単に凹であっても部門の解は

全体最適解に一致する。この方法は一般課され

た振動法（generalized　perturbation　scheme）

と考えられる。ダンチッヒとボルフの分解原理

によれば少なくとも1つの部門は最適な価格

π＊について無限に多くの最適解を持っている

から一定価格を知らせることに基づく分権化は

損なわれる。少なくとも1つの部門は双対退化

（dual　degenerate）となる。ジェナーグL・ン

の方法によればん＞0なる十分に小さいんを選

択してセットすることによって部門の問題の目

的関数に非線形の振動（perturbation）を行い

双対退化を解決できる。この方法は中央の管理

者が生産指令を出す代わりに価格曲線を告げる

ことによって計画プロセスに参加させ、部門管

理者に刺激を与えて部門の業績を向上させるこ

とを意図している。
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［7］　インセンティブ・システムにおける虚偽

　　の情報と不確実性

一丁内部モデル間の比較一

　2つの部門からなるダンチッヒとボルフの分

解モデルの基で、第一部門が中央の管理者をあ

ざむき有利な立場に立つ可能性は、部門の実行

可能領域のある生産可能性を情報交換の調整局

面において中央の管理者に報告しないことによっ

てなされる。ジェナーグレンはこのような可能

性の生ずる場合をモデルを用いて説明している

ので以下はこれを検討してみよう［Jennergren，

P．，1971］。部門があざむく可能性は次のよう

な仮定の基で検討されている。（i）中央の管

理者は2部門についての資源配分問題について

共通資源に関する最適な配分ベクトルδ1とわ2

を見いだすために制限マスター・プログラムの

最適解がもとまるまでダンチッヒとボルフの分

解原理のアルゴリズムを止めない。（i）第1

部門は資源配分問題を完全に知っていて中央の

管理者は制限マスター・プログラムの最適解が

見つかるまでアルゴリズムを続けることを知っ

ている。（ii）部門は共通資源に関連する最適

な双対価格を用いて使用した資源の量に対して

価格を課される。双対価格は制限マスター・プ

ログラムの最終計算で得られるが第1部門はこ

のことも知っている。（iv）第2部門はあざむ

くことをしない。第1部門は利益を最大にする

ために中央の管理者をあざむこうとする。また

第1部門は中央の管理者に対してあざむいてい

ることを秘密にしておきたい。

　いま集合X1の端点を｛　1　2　　　E（1∫1，∬1，’●○，∬1）｝とし、

集合X2の端点を｛　　1　2　　　丑（2272，コ92，。。．，コ92）｝とする。X正、

X2は有界であると仮定する。記号を次のよう

に表す。

房一五、場，犀一4璋，…鍔碕）一且、xアωσ一1，2）

Dl一ら媒Dl一ら璋，…，Dダσ）一のザω（ブー1，2）

E1一（El，　El，…，Eダ（1）），E、一（El，　El，…，Eダ（2））

D1一（D｝，　Dl，…，　D『（1）），D、一（Dl，D；，…，D穿（2））

2部門からなる組織についてフルマスター・プ

ログラムは次のように定式化できる。

Max　D1λ1十D2λ2
　　レ　　

S．t．　　E1λ1一トE2λ2≦；（Z

　　θ1λ1；1

　　22λ2；1

　　λ1≧0，λ2≧0

（7．1）

但しθ1、θ2は凸1次結合を表す適当な次元の

ベクトルである。第1部門があざむくための戦

略としての情報交換の各ステップで中央の管理

者に送る一連の計画案を習，群，堺，…とする。

Z）｝，増，Z）1，…を関連する部門の目的関数とす

る。彦1＝（君｝，左1，左1，…）とZ）1＝（Z）LZ）1，Z）1，…）

とする。そこで第1部門について次の最適問題

が定式化できる。

＿＄up　　｛Min（一D1λ1一ρ．E1λ1）｝
1）1，El，λ1，λ2，　P，”1，”2

S．t．：

（a）E1λ1＋E2λ2≦d

（b）　∂1λ1＝1

（c）θ2λ2－1

（d）　1）E1一→一”1∂1≧D1

（e）ρE2＋”2θ、≧D、

（f）　　（1）1－1）El十z，121）λ1＝0

（9）（D2一ρE2＋刀、o、）λ、一〇

（h）ρ（E1λ1一トE2λ2一（1）＝0

（i）λ1，λ2，ρ≧o；”1，”2には制限はない

（フ）　E1λ1＝Elλl

　　Z）1λ1－1）E1λ1＝1）1λ1－1）E1λ1

（7．2）

但し、あるλ1についてθ1λ正＝1，λ1≧0である。
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彷，”2はスカラーであり、θ1は凸1次結合を作

る適当な次元のベクトルである。ρは共通資源

の、”1，02は部門のウェイト制約の双対価格で

ある。ここで（a）～（c）は原問題の制約であり、

（d）～（e）は双対の実行可能制約である。

（f）～（h）はコンプリメンタリー・スラックネ

スを表している。（j）二ついては次のように考

えられる。アルゴリズムの最終において制限マ

スター・プログラムの最適解を見つけたときに、

中央の管理者は各部門がどれくらい共通資源を

使い便益を上げようとしているかを正確に知っ

ている。矛盾があれば中央の管理者はそれを調

べる。確定的な資源配分問題においてそのよう

な不一致が生ずるのは情報交換の局面において

中央の管理者によって報告されたいろいろな共

通資源ベクトルに関して計画案を提案するに当

たって、部門が不正直な提案を行ったことによ

る結果である。第1部門は中央の管理者にあざ

むいている事実を秘密にしておきたいから、調

整局面の終わりにおいて中央の管理者に従って

稼得すべき利益を実際に実現できなければなら

ない。これが制約（j）の意味である。退化が

ある場合には制限マスター・プログラムは多数

の最適解をもっているが、第1部門はその不正

直な提案により利益を得るという観点からはこ

れらの全てが有利であるわけではない。従って

そのような場合に目的関数の最小化は意味をもっ

てくる。最小化は部門の利益を高い水準に保っ

ておこうとする動機から意味付られるものであ

る。退化の理由から目的関数はE鴨1と1）1に関

して最大化することはできないので上限を探す

ことになる。第1部門があざむくための最適化

問題は実行可能解をもっている。例えばE1－

E1，　Dl＝D1，λ1，λ2，ρ，”1，”2を（7．1）式に等しいフ

ルマスター・プログラムに対する最適解に等し

くセットするならば、これは明らかに第1部門

があざむくための最適化問題に対して一つの実

行可能解を与える。いま堺，エ）1，鮒，鳩ρo，岬，碍

があざむくための最適化問題を形成すると仮定

すれば、旭λ3は次のフル・マスター・プログ

ラムの最適解であることは明白である。

Max　Z）1λ1十D2λ2

S．t．　　2営曾λ1→一E2λ2≦；d夢

　　∂1λ1＝1

　　02λ2＝1

　　λ1≧0，λ2≧0

（7．3）

　このことは第1部門があざむくための最適化

問題の目的は（7．2）式よりもより高い部門利益

を与える（7．3）式を得ることであるということ

を示している。（j）に対する条件は次のように

表される。

　堺え1＝．Elλ1

　増λ1一ρo堺λ1；1）1λ1一露1増

θ1λ1－1

　λ1≧0

　このことは次のような疑問を生ずる。第1部

門はある∬1∈Xlについて左1＝・41∬1及びZ）1＝

01∬1となるような提案璃（’＝1，2，…）と関連す

る部門利益Dlα＝1，2，…）のみを用いてあざむ

くことができるであろうかということである。

　第1部門の制約集合Xlがたった1点からなっ

ているような異常な場合においては、退化の理

由から三一．41銑及び∠）1＝01銑（但し∫1申X1）

であるような部門利益1）1（’＝1，2，…）に関連す

るいくつかの提案窺（’一1，2，…）を送ることに

よって第1部門があざむくための最適解を得る

ことは可能である。しかしX1に近い∫1を選ん

できて璃＝．41∬1及びZ）1－Ol∫1となるようにす

る。退化の場合を除けば、部門があざむくため
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の最適な戦略は部門の制約集合のある部分につ

いて中央の管理者に知らせないでおくことであ

る。従ってあざむくための最適な問題は中央の

管理者に秘密にしておくべき部門の制約集合の

部分を選ぶことである。しかし部門はいつ調整

が終了するか知らないので、第1部門が実行可

能な提案と関連する利益を中央の管理者に送っ

たときに、第1部門は調整が突然に終了するよ

うな実行可能でない計画案を実行するよう要求

されることがある。第1部門が問題（7．1）式を

完全に知っているという仮定は非現実的であっ

て、第1部門がダンチッヒとボルフのアルゴリ

ズムのもとであざむくことができるということ

が明かであっても、どの生産可能性を中央の管

理者に教えなければよいのかを決めること自体

非常に難しい。分権化にともなって生じる問題

の一つはある部門が本社に対して故意に不正直

な情報を送って相手をあざむき、それによって

利益をうる可能性であった。このような可能性

は部門がその実行可能領域のある生産可能性を

情報交換の調整局面において中央の管理者に報

告しない場合に生じる。分権化にともなって生

じるもう一つの問題は不確実性の問題である。

現実の企業の資源配分は不確実性の基で行われ

ているので確定的モデルを不確実性の基でのモ

デルに拡張する必要がある。そのような場合に

各部門は客観的というよりは主観的に、異なる

状態についての確率を知っているという点が重

要である。企業が直面する状態が無限にあって

も問題の本質的な性質は変わらないから、部門

は有限の数の離散的な分布によって無限に多く

の状態に対する確率分布に近付くことができる。

従ってダンチッヒとボルフのアルゴリズムと価

格曲線による調整手続きを直接的に不確実性の

基での資源配分問題に拡張できる。しかしこの

ような価格の決定は組織のデザインと業績のコ

ントロールを複雑にされるかも知れない。部門

の利益を計算する問題は組織の状況によって影

響を受ける。このような意味から組織の最適を

達成させるインセンティブ・システム・モデル

を構築するよりもより現実を反映できるような

モデルを構築することが望まれる。これは部門

業績の標準の決定とこれからの乖離を通じて達

成されるかも知れない。ルーフリはその様な問

題を扱っているので以下では、これについて検

討を加えよう［T．w．　Rufli，1971］。

［8］　目標分解モデルとインセンティブ

　（1）モデルの設定

　ここではルーフリによる一般化された目標分

解モデル（AGeneralized　Goal　Decomposition

Mode1）を中心にインセンティブシステムとの

関連において検討する。このGGDモデルの特

徴は組織の全体的な目的関数を定めて最適を求

める代わりに満足基準を基礎とした部分最適を

求めて組織の決定活動を調整しようとするもの

である。一般に計画の手続は階層構造をもち、

多数の目標とコンフリクトの存在を内包してい

る。他目標は実際には計算できない単一の真の

目標に対する近似として生み出される。企業利

益はこの1例である［J．Emery，1971］。企業

を望ましい行動に導く目標を選択することは決

して簡単なことではない。ほとんどの目的にとっ

て計画や結果の測定を可能にする操作的な形で

目標を表すことが必要である。計画は組織の全

体的な目標と一致した行動を達成するようデザ

インされる。そして全体目標はそれらがサブ目

標に分割されたときに操作性が出てくる。我々

はこのような点を考慮しながら企業内資源配分
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図8－1

の効率をインセンティブの側面から明らかにし

ていきたい。

　ルーフリは図8－1にみられるような3つの

階層構造をもった組織の意思決定プロセスをD

DGモデルを用いて分析している。

　このモデルはセントラル・ユニット（Central

Unit）とこれに従属するいくつかのマネジメン

ト・ユニット（Management　Unit）とさらに

マネジメント・ユニットに従属するオペレイティ

ング・ユニット（Operating　Unit）からなる

階層構造をもっている。このモデルにおいてセ

ントラル・ユニットの役割はマネジメント・ユ

ニットに対して目標（Goal）を定めることに

よって決定活動を調整することである。マネジ

メント・ユニットはセントラル・ユニットが目

標を評価するためのシャドー・プライスを決定

し、オペレイティング・ユニットが代替的な計

画案を選択するための経済的な指針を与える。

ダンチッヒとボルフの分解モデルが1つの大き

なシステムをいくつかのサブシステムに分解し

て組織全体の最適を求めようとしたのとは異な

り、ルーフリのGGDモデルは部分最適を求め

てサブシステムの目的を満たしながら目標追求

活動を通じて組織の全体的な目標を達成しよう

とするものである。

　GGDモデルは組織の全体的な目的関数がな

い他面、その決定活動は組織の構造と分解

（Decomposition）の程度に依存している。　G

GDモデルでは組織構造を意思決定プロセスの

一つの要素として扱っているので、3つ以上の

階層構造をもった組織に容易に拡張して適用で

きる。ダンチッヒとボルフの分解モデルとでは

情報の流れが異なることにも注意を向けること

が必要である。GGDモデルによれば外部性に

ついては技術的外部性　（technological

externality）と行動的外部性（behavioural

externality）を考慮することができる。技術

的外部性は次の3つのタイプに分類できる。第

1のタイプは同じマネジメント・ユニットに属

するオペレイティング・ユニット間の計画案に

相互依存があるときに生ずる。第2のタイプは

あるマネジメント・ユニットの目標レベルが1

つ又はそれ以上のマネジメント・ユニットの目

標レベルに依存しているときに生ずる。第3の

タイプはあるマネジメント・ユニットのアクティ

ビティ・レベルと異なるマネジメント・ユニッ

トのアクティビティ・レベルの間に相互依存が

あるときに生ずる。行動的外部性は組織の活動

と共に付随して生ずる行動的な効果としての概

念を表している。この行動的外部性はあるマネ

ジメント・ユニットの目標追求行動型のマネジ

メント・ユニットの目標からの偏差の相互依存

から生ずる。以下ではルーフリの論述に沿って

GGDモデルを用いた資源配分の問題に関する

考察を行う。

　マネジメント・ユニットはセントラル・ユニッ

トが目標を評価するためのシャドー・プライス

を決定し、またオペレイティング・ユニットが

代表的な計画案を評価するための指針を与える。

図8－1のような組織構造からなる分権化され
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た組織において、第ん番目のマネジメント・

ユニットの問題は次式のように定式化できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8．1）

　但し、匿＋，匿は（1×祝κ）ベクトル、．賑，

Gん，耳＋，三一はQ塩×1）ベクトル、1は（2ηκ×

御）単位行列である。

　（8．1）式は目標計画法（goal　programming）

の形で定式化された資源配分問題である。ここ

で0んは資源または目標を表し、｝ズと環一は

それぞれ目標からの正と負の偏差を表す。匿＋

と畷一はそれぞれ｝炉と三一にかかるアプリ

オリに決定されたウェートである。、4殖はブ番

目の計画案を決めるレベルであり、可変係数

（variable　coefficients）である。また鰍κはア

クティビティ・レベルである。このような（8．1）

式はウェートづけされた目標からの偏差の合計

を最小にする一般化された線形計画問題と考え

ることができる。いま凱を線形不等式によっ

て定義される凸多面体とする。0κは凸集合鑑

から得られる可変定数を表すベクトルとする。

ここでは便宜上オペレイティング・ユニットに

よって％κから得られるものとする。組織全体

としてはマネジメント・ユニットん＝1，2，…，ハ4

について（8．1）式のように定式化された問題が

ハ4個得られる。個のモデルはセントラル・ユ

ニットがマネジメント・ユニットの目標レベル

を決定することによってシステムの活動を調整

する。これらの目標レベルはセントラル・ユニッ

トによって凸集合％⊃（u澱），ん＝1，2，…，Mか

　　　　　　　　レら得られる。％はΣBκ伍≦0。によって定義さ
　　　　　　　　ト　
れるものとする。従ってセントラル・ユニット

の問題は次式のように定式化できる。

　　　レMaxΣZ4’）0κ
　　κ姦’

S．t．　Σβκθκ≦00

　　ゴ＝1

　　0κ≧0，ん＝1，2，…　，M

（8．2）

　但し．疏は（窩0×Zηκ）行列、Ooは（初。×1）

ベクトルである。また毎’）は時間’＝1，2，…，T

における（1×〃zκ）ベクトルであり、（8．1）式に

関連したシャドー・プライス（shadow　prices）

を表す。セントラル・ユニットの問題はシステ

ムにとって最大利益を与える目標レベルを決定

する問題と考えることができる。いまシャドー・

プライス凪はセントラル・ユニットが目標を

評価するための適切な指針を与えるものである

かどうかを調べるためにセントラル・ユニット

の目的関数のん番目の項を検討してみよう。

これはん番目のマネジメント・ユニットの目

的関数についての双対問題の定式化と類似して

いる。ただ異なるところは（8．1）式においては

θκ，ん；1，2，…，．Mはベクトル変数であるが、他

方（8．2）式におけるん番目のマネジメント・ユ

ニットの双対問題の定式化においては疏はベ

クトル変数である。しかしこの差異はあるオ時

間においては1万’）が固定的であると考えられ

ることと、（8．1）式における0κはベクトル変数

であるという点に注目すれば解消できる。それ

故に双対理論によってセントラル・ユニットが

ある時点ブで奪’）0κを最大にすることはん番

目のマネジメント・ユニットが（8．1）式の目的

関数を最小にすることに等しい。従ってこのモ

デルはん番目のマネジメント・ユニットは全

てのマネジメント・ユニットの目的関数を考慮

にいれて活動する。目標設定によって最大利益

を得る場合の目標レベルの選択基準は線形計画

法のシンプレックス基準と全く同じである。
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　さて、それではオペレイティング・ユニット

の問題はどのように定式化できるであろうか。

今計画案．4殖は凸空間％κから得られる可変係

数であるとする。便宜上オペレイティング・ユ

ニットに対する計画案の1対1の写像を仮定し

てノ1撒はオペレイティング・ユニットと呼ばれ

るサブシステムの集合のうちのブ，ん番目のサブ

システムによって％κから得られるものとする。

従ってん番目のマネジメント・ユニットはこ

こではηん個の従属するオペレイティング・ユ

ニットを持つ。そこでブ，ん番目のオペレイティ

ング・ユニットの問題は次のように定式化でき

る。

　但し、Z駄は（祝ん×1）ベクトル、（弘は（η頚

×7ηん）行列、」町んは（ηゴ，κ×1）ベクトル、毎‘）

は（1×初κ）ベクトルである。．4猛は変数、（振

は技術係数、瑠κはアプリオリに決定されてい

るベクトルである。また刀漁は（8．1）式に関連

するシャドー・プライスであるとする。このよ

うに定式化されたオペレイティング・ユニット

の問題は費用最小化の問題であると考えること

ができる。例えばある定められた売上高を達成

するという条件を満たしながら費用を最小にす

る計画案を選択する問題と考えることもできよ

う。

　（2）GGDモデルの計算手続

　このGGDモデルの計算手続はシンプレック

ス法に基づいて行われる。この計算手続の概要

は図7－2で示される。

　（8．1）式の．A跳が凸多面体％κから得られる

ことに注意すれば％κは有限個の端点を持って

いるからGGDモデルの計算プロセスはシンプ

レックス法のアルゴリズムに基づけば有限回の

ステップで終了する。従ってマネジメント・ユ

ニットとオペレイティング・ユニットの計算プ

ロセスは有限である。では目標を定めるための

セントラル・ユニットの計算プロセスはどうで

あろうか。（8．2）式の仮定より％は凸多面体で

あるから有限個の端点を持っており、シンプレッ

クス法のアルゴリズムに基づけば、（8．2）式の

計算ステップも有限である。故に（8．1），（8．2），

（8．3）式の計算プロセスは有限であり、かつ

（8．1），（8。2），（8．3）式は一つのモデルに含まれて

いるのでその計算プロセスは有限である。この

ようなモデルの計算には費用が掛かり過ぎて大

きなシステムの問題を解くのには効率が悪いか

も知れないが、理論としてはこのモデルは多数

の階層のサブシステムからなる分権化された組

織についての洞察を与える長所を持っている。

しかしながら組織の活動を価格によって調整す

るだけでは不十分であるという分解モデルにつ

いての考察はGGDモデルについてもあてはま

る。反復計算が終了するときに、マネジメント・

ユニットによって定式化された問題の計画案が

オペレイティング・ユニットによって伝えられ

た最終の計画案と異なることもあるし、マネジ

メント・ユニットによって定式化された目標レ

ベルがセントラル・ユニットによって与えられ

た最終の目標レベルと異なることも可能である。

いまセントラル・ユニットが計算プロセスのt

時点で目標ベクトル0活’）≠＝1，2，…，Tを得ると

する。この場合に任意のん番目のマネジメン

ト・ユニットの最適のベクトルは次式のように

書ける。

　　　ア　o∬＝ΣG乏’）λ，

　　　‘；1

但し、Σλ，＝1，λ，≧0，’一1，2，…，Tかつλ♪0な

　　　’幕1
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るλ‘が1つ以上あるものとする。

　同様のことが計画案についてもいえる。この

ことは目標ベクトルについては凸空間の内点の

解が得られることを意味している。また計画案

についても凸空間の内点の解が得られることを

意味している。従ってセントラル・ユニットと

オペレイティング・ユニットは最適なシャドー・

プライスばかりでなく、内点の解の位置を示す

ために用いなければならない最適なウェートに

ついても情報を与えなければならない。

　（3）技術的外部性

　GGDモデルにおいては3つのタイプの技術

的夕倍β性が考えられる。第1のタイプの技術的

外部性は同じマネジメント・ユニットに属する

オペレイティング・ユニット間の計画案の相互

依存があるときに生ずる。これらの相互依存は

モデルの中の関連するマネジメント・ユニット

の定式化の制約式の中に表されている。第2の

タイプの技術的外部性はん番目のマネジメン

ト・ユニットの目標レベルが1つ又はそれ以上

の他のマネジメント・ユニットの目標レベルに

依存しているときに生ずる。セントラル・ユニッ

トの制約式はこれらの関係を表していると考え

られる。これら二つのタイプの外部性はモデル

の構造三明かであるが、第3のタイプの技術的

外部性はあるマネジメント・ユニットのアクティ

ビティ・レベルと他の異なるマネジメント・ユ

ニットのアクティビティ・レベルに関係すると

きに生ずる。

　ここでセントラル・ユニットの問題に目標レ

ベルの上限をおくことはモデルの操作性にどの

ような影響を与えるであろうか。セントラル・

ユニットはマネジメント・ユニットから最初の

情報を与えられるから、目標レベルの上限はそ

のときにマネジメント・ユニットによって伝え

られる。また目標レベルの上限は厳密である必

要はなく、上限がきついならば、シャドー・プ

ライスは制約が緩められることを示すであろう

し、1つの目標レベルを満たす際にマネジメン

ト・ユニットの制約が破られるほどに上限が緩

められるならば、実行可能な目標レベルの凸結

合が得られるであろう。いずれにしても目標レ

ベルの上限は反復計算のアルゴリズムには関係

がないからセントラル・ユニットの問題の初期

条件と考えられる。上述した方法は2つ以上の

マネジメント・ユニットが含まれる場合にも用

意に拡張できる。GGDモデルによればセント

ラル・ユニットは計画プロセスにおいて価格決

定をしないから、価格決定のコンフリクト

（pricing　conflicts）は生じない。価格はマネ

ジメント・ユニットによって決定され、しかも

アクティビティ・レベルに対する目標レベルは

マネジメント・ユニットの定式に1回だけ現れ

るので、1つの価格だけが決定される。

　（4）GGDモデルの組織構造

　ダンチッヒとボルフの分解モデルは前もって

組織全体の目的関数の存在を仮定していたが、

GGDモデルは個々のサブシステムの目的関数

のみを考え、全体的な組織の目的関数を考えず

に、目標計画法によって具体化される満足基準

の概念を導入し、部分最適化を行っている。G

GDモデルから得られる解はモデルの構造から

影響を受けるし、目標（goa1）は可変係数と

して扱われる。これに対してダンチッヒとボル

フの分解モデルは組織全体の最適を求める方法

であって、その解は組織構造の影響を受けず、

目標はあらかじめ決められている。ここでいま

意思決定プロセスについて分権化された組織モ
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デルと集権化された組織モデルがいくつかの点

で異なるのかどうかをGGDモデルの目的関数

と制約について考えてみると、目的関数と制約

式に関する違いから、GGDモデルは組織構造

によって資源配分問題に対する解が異なるとい

うこと、つまり組織の構造からの影響を反映し

ているということができる。分解モデルは特殊

なタイプの組織構造を持った組織における意思

決定プロセスをモデル化しようとしているので、

組織構1造の影響を組み込めるようなモデルを作

ることが望まれる。GGDモデルは目標設定や

目標追求の行動的な面を認識しているので組織

構造からの影響を反映することができる。

［9］インセンティブ・システムと多国籍企業

　　のトランスファー・プライス

　ニ三国以上の国際市場で活動を行う多国籍企

業は親会社と子会社との間に生産、マーケティ

ング、財務計画プロセス等の密接な関係を持っ

ている。これらの多国籍企業が国際市場で財の

販売活動を行う際には異なる競争市場、競争相

手の反応、法律、政府および時間のファクター

を考慮しなければならない。したがって多国籍

企業がこのような市場で販売する財の価格の決

定には困難が伴う。

　価格決定の成功は企業の利益をもたらすので、

企業の価格政策の多くは秘密のベールにつつま

れている。今日世界経済に大きな影響力を持っ

ている多国籍企業は価格差別、ダンピングある

いは企業の内部価格の決定を行うことによって

その独占的な利益を享受するに足る十分野機会

を持っている。通常多国籍企業は親会社または

中央の管理者と子会社との間、あるいは子会社

と子会社との間で一方から他方へ振替えられる

ある財に対して支払われる内部価格としてトラ

ンスファー・プライスを設定している。国際市

場において税率に差異があり、関税がかかる場

合に、トランスファー・プライスの設定の仕方

によって多国籍企業が支払う税と関税の総額は

影響を受けるので、トランスファー・プライス

の決定は全体としての企業に無関係ではなく、

多国籍企業の純利益に直接的な影響を及ぼすと

考えられる。

　このような問題は企業内の資源配分の問題と

して取り上げることができる。不確実な世界市

場の状況のともでは利益最大化は可能ではない

かも知れないが企業は全体としての利益に対す

る貢献に重大な関心を注ぐであろう。

　可能ならば多国籍企業は高税率の国にある子

会社から低税率の国にある子会社に利益を移転

するために内部価格を用いるかも知れない。外

国にある子会社は親会社またはより低い税率の

子会社にコストまたはそれ以下で財を販売する

ことによって損失を示すが、購入側は大きな利

益を上げることができる。

　企業の内部価格は実質的にはコストか市場価

格にもとづいて設定されている。コストにもと

つく内部価格はより大きな柔軟性を持っている。

この柔軟性は複雑かつダイナミックな国際市場

での取引には重要な要素であるが、多くの国の

政府はこうしたトランスファー・プライスの操

作的な可能性について気づいてきたので企業が

コストにもとつく価格を用いることに対しては

監視が行われている。

　このような視点からコストに代わる公正な価

格の指針としてシャドー・プライスの概念の利

用が理論的には考えられるであろう。多国籍企

業のトランスファー・プライスは中央の管理者

である財務担当副社長またはコントローラーに
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よって決定される傾向がある［Arpan，　J．S．，

1974］。このような組織構造の資源配分とトラ

ンスファー・プライスの決定問題にはLPや分

解原理を用いることができる。

　多国籍企業の目的が利益の最大化にあるとす

ると、分権的な資源配分問題の特徴は各子会社

をプロフィット・センターとし、各子会社は当

該多国籍企業の共通資源制約のともで企業全体

の最大利益を達成させると同時に各子会社自体

もそのような制約の中で最大利益を達成できる

ような価格を取り扱う点にある。組織構造が集

権化されているならば多国籍企業全体の資源制

約の条件のもとで最大利益を達成できるような

価格を取り扱えばよい。

　資源配分とトランスファー・プライスの決定

を同時に行うアプローチとして数理計画アプロー

チがあり、前者はダンチッヒとボルフの分解原

理が利用できるし、後者のような問題にはLP

が利用できる。

［10］　数理計画アプローチ

　線型システムを用いてトランスファー・プラ

イスを決定する際にはシャドー・プライスのも

用い方について次の諸点に注意する必要があろ

う。

　（1）子会社の貢献の度合にもかかわらずイン

　　プットとアウトプットおよびシャドー・プ

　　ライスがLPを用いて集中的に決定される

　　ので子会社の自律性が損なわれる。

　（2）各子会社がシャドー・プライスにもとつ

　　いて決定されたトランスファー・プライス

　　を中央の管理者によって課される場合には

　　モーチベーション効果が弱められる。

　（3）プロダクト・ミックスが不変で資源が有

　　効に利用されている場合にシャドー・プラ

　　イスは有効に機能する。

　（4）ジェナーグレンは線型システムにおいて

　　は、ある退化の場合を除いては、トランス

　　ファー・プライスはアルゴリズムから得る

　　ことができないことを指摘している。

　⑤　線型性の仮定からトランスファー・プラ

　　イスを独立変数として組み込むことは困難

　　である。このことは多国籍企業の税と関税

　　を考慮する上で重要である。

　各子会社に対してインセンティブを与える必

要のある時には、ダンチッヒとボルフの分解原

理が利用できる。この分解原理はいくつかの子

会社から成る企業において、共通資源について

の企業全体の制約と各子会社の資源制約の条件

のもとで子会社間に相互依存関係をもつ企業全

体の利益を最大化する線型計画問題を解く手段

を与え、中央の管理者と各構成単位との間の情

報の交換によって計算されたトランスファー・

プライスにもとづき最適な計画に到達するまで

繰り返し計算が行われる。この計算手続は最初

各子会社は他の子会社を考慮せずに中央の管理

者に計画案を送り、中央の管理者はこれらの計

画案にもとづいて子会社の目的関数の係数を改

訂する。その結果子会社はその計画案を修正す

る。このプロセスは改訂の必要がなくなるまで

継続する。特に分解原理はマスター・プログラ

ムとサブ・プログラムを含んでおり、子会社の

アウトプットはマスター・プログラムのインプッ

トである。分解原理によれば、価格の手引きに

よって分権的組織における生産計画を達成でき

るが、計算の最終段階において中央の管理者が

計画プロセスに介入し、最適生産計画を得るた

めに用いられるウェイトを指示することによっ

て子会社の自律性は損なわれる。この点におい
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［11］　ヒューリスティック・アプローチ
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　LPアプローチと分解原理アプローチはとも

にトランスファー・プライスを明示的な変数と

して扱っていない。ニッケルスは多国籍企業の

トランスファー・プライスを明示的な変数とし

て扱う税と関税を考慮した資源配分モデルを開

発している［Nieckels，　L．，1976］。

　このモデルでは多国籍企業は税引後総利益を

最大にしょうと行動する。製造子会社と中央の

管理者および販売子会社との間には、複数のト

ランスファー・プライスが設定されており、関

税は製造子会社と販売子会社のある国に依存す

ると仮定している。

　また製造、販売、輸送にかかるコストは取り

扱われる財の数量に比例し、関税は単位当たり

のトランスファー・プライスに対して一定割合

がかかる。このモデルには販売子会社ブに配分

される製造子会社ゼの数量侮（∫＝1，2，…ノ；

ブ；1，2，…，ノ）と製造子会社から販売子会社に配

分される単位当たりのトランスファー・プライ

スが変数として次のように組み込まれている。

Max　Z＝ΣΣ（α拶〆ガ←雪肌）

S・t・Σdがr毎≦θゴ

　　歪

　二階≦9・

　㍗轟＝んゴ

　写硫＝η

　Σ（η幽砺＋ρ毎吻）＝πゴ
　　ゼ

　Σ（笏」じ毎’毎十sガ十てじ塑）＝鑑

　　ゴ

傷≧0，喝≧0ゼー1，…，ムブ；1，…，ノ

（11ユ）

（11．2）

（11．3）

（11．4）

（11．5）

（11．6）

（11．7）

％と妬はそれぞれゼとブの間で振替えられ

る額の単位当り純利益と物的単位当り純利益で

ある。砺とんは資源配分の技術係数であり、

馬と傷はトランスファー・プライスを制約す

る係数である。

　笏と笏および恥と㍉はそれぞれゼとブの間

で振替えられた額の単位当り利益と物的単位当

り利益である。θゴはブの最大需要量であり、＆

は最大能力を表わす。傷，凧，吻，防は定数であ

る。（1L1）式は多国籍企業の目的である純利

益への貢献を表わし、トランスファー・プライ

スと数量に依存する部分と数量のみに依存する

部分から成っている。

　（ユ1．2）式は子会社ブへ配分された数量がブの

最大需要量を越えないという需要に関する制約

式を表わす。（11．3）式は子会社ゼに用いられ

る資源とその最大能力との関係を表わし、

（11．4）式と（11．5）式は異なるトランスファー・

プライス間の関係を表わしている。また

（11．6）式（11．7）式は利益や現金残高等に対す

る制約を表わし、トランスファー・プライスと

数量に依存する部分と数量のみに依存する部分

から成っている。

　Nieckelsは問題を解きやすくするため、らを

販売子会社に対して配分される単位当りのトラ

ンスファー・プライスとし、価格のとりうる範

囲をコストと市場価格のような上限と下限に制

約する条件式を導入することによって目的関数

を

　Z＝ΣΣ［s「（1十％）sブ］ら働十
　　　ゴ　ゼ
　　ΣΣ［sゴ（移一んが）一S汐’毎］傷

　　ゴ　¢

とし、ヒューリスティックな解法を行っている。

ここでsぽと動はそれぞれゼとブの税引後利益の

（1一税率）で示される割合を示し、％は関税

率、巧は多国籍企業外部へのブの売上利益、妬

と砺は∫石とブに帰属する種々のコストの合計
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をそれぞれ表わしている。

　また（11．4）（11．5）（11．6）（11．7）の各制約式の

代わりにトランスファー・プライスのとりうる

上限と下限の制約式ηゴ≦ら≦笏を加えることに

よって修正されたモデルは2つの決定変数をも

つので、まずを固定したLP問題を解く。

　Σ［s「（1＋％）sゴ］が負のとき、ら＝窮とし、
　ゼ

正のときち＝防とすれば企業利益は大きくなる

のでこの時のLPを解き最適値が傷から陽＊

に変わったとすれば、Σ［8「（1＋％）sプ］％＊が

　　　　　　　　　　ゼ
負のとき、ら＝ηゴ、正のときにはら＝笏とする

ことによって新しい組のトランスファー・プラ

イスが設定される。この繰返し計算によって利

益を最も大きくするらが選択されることにな

る。LPアプローチを通じて得られる計画は高

度に中央集権化された意思決定プロセスになる

ので、モデルに必要な全情報を中央の管理者は

知っていなければならない。したがって情報の

コストが高くつくのでこのようなアプローチは

受け入れられないかも知れない。分解原理アプ

ローチは最適解に達するには時間を要するかも

知れない。ヒューリスティック・アプローチは

最大利益を達成する保証はないが実務に受け入

れる可能な手法と考えられる。

［12］　取引費用

一制約つき合理性、情報の偏在、不確実性・

　　複雑性、内部組織一

　経営組織形態の選択やシステム思考に関わる

意思決定の問題は制約つき合理性を基礎とした

分析を試みるとき、複雑系とどのような関わり

を持つと考えられるであろうか。この問題を考

えるに当たって制約つき合理性（bounded　ra－

tionality）、複雑性、不確実性、情報の偏在

（情報の非対称性）、少数性、機会主義を考慮し

て、組織の生成の理由と階層構造について考察

したウイリアムソンのアプローチが役立つ

［Williamson，1975］。制約つき合理性は合理

的であろうと意図されてはいるが、それには限

界があるということである［Simon，1961］。

不確実性あるいは複雑性の二つの条件のうちど

ちらかが欠けていれば、適切な条件付き行動の

組を規定することができる。不確実性がある場

合には決定する際に、正確さを近似によって置

き換えなければならない。不確実性や複雑性が

存在する場合に制約つき合理性の問題が生じる。

内部組織は機会主義を減じ不確実性、複雑性に

対処できる。内部組織は市場での交換とくらべ

て、効率的なコードが使われる。コード化は複

雑な諸事象を要約することができる。内部組織

は諸個人の期待を互いに似たものに収束させる。

これは市場状況に関連して互いに独立の決定を

下すときに生じる不確実性を緩和するのに役立

つ。

　取引費用の概念は、コースによって最初に紹

介された［Coase，1937］。コースは経済活動が

市場の代わりに企業を通して行なわれる理由を

説明している。価格メカニズムを用いる費用が

存在する場合には、企業は市場にとって代わる

ことが考えられる。市場よりも企業を通じて生

産の要素間の協働的な活動を組織するならば、

単一の雇用契約は価格メカニズムと関連した多

数の契約にとって代わりうるであろう。雇用契

約の制約の中で、企業を用いる場合には、生産

の諸要素によって実行されるそれぞれの活動に

対する個別の契約を取り決める必要性をとり除

いてしまう。そして企業は財やサービスを供給

するための一連の短期契約を経営者の決定や指

令におき代えてしまう。市場を用いる場合には
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予測の困難さによって費用の高くつく短期契約

が多用されることになる。アルチャンとデムゼッ

ッは生産の諸要素が生産の過程で統合されたチー

ムを形成する（例えば二人の人が車に積荷をす

る）ならば、限界生産性は測定できないし、適

切な報酬も算定できないと主張している

［Alchian　and　Demsetz，1972］。個々の要素

の限界産出量は区別できないから、個々の要素

に対して報酬を配分する明確な基準がない。つ

まり生産高の測定と報酬の配分という点から測

定の問題が存在するのである。加えてもし生産

の諸要素の共有がない場合には個々の要素の所

有者が機会主義的行動や相手をあざむき、ずる

く立回るシャーキング（shirking）をするイン

センティブが存在する。ここでの測定の問題は

個々の要素の所有者がフリー・ライダーとして、

チームによる生産の利益を得ることを意味して

いる。しかし企業のチーム組織はそれぞれの要

素の行動を詳細に観察し続けることによってチー

ムの行動を管理することができる。シャーキン

グを減らす一つの方法は監督者を雇って直接作

業を管理することであるが、このことはまた監

督者が彼の仕事をシャーキングすることを妨げ

る方法を工夫しなければならない。アルチャン

とデムゼッッは監督者を残余持分請求権者にす

る方法を考えている。この方式からの利益は監

督者に最適生産を行うために必要な監督を行な

わせるためのインセンティブを与える。古典的

な資本家的企業はいろいろな形態の企業のうち

の一つであり、企業の他の形態としては協同組

合、パートナーシップ、労働者所有の企業等が

ある。企業はチームによる生産に生じるシャー

キングを防止する最も効率的な形態を選ぶ。市

場の取引費用が組織を用いる時に生じる費用よ

りも高くつくときに企業を通して取引が行なわ

れる。個々のインプットやアウトプットが測定

困難である場合にこのような状態が生じる。市

場と企業とでは、それぞれ実施コストが異なり、

市場では、全体の厚生を減らすような他の要素

への打撃を避けるためのインセンティブは働か

ない。またこういつたことを回避するために組

織つまり企業を用いても生産活動に関するシャー

キングを避けるための実施コストが高くつく可

能性がある［McManus，1975］。一般に企業が

市場で取引する場合に交渉費用、機会主義的行

動をモニターするための費用、実施する費用が

発生する。この取引費用が非常に高くつく時に

は企業は市場で取引することをやめて、組織を

つくり経済効率を上げようとする。市場での取

引を妨げず諸要因としてウィリアムソンは環境

の諸要因と人間の諸要因を考慮した
［Williamson，1975］。ウィリアムソンの経済

組織に対する一般的なアプローチは次のように

要約できる。市場と企業とは代替的であり、取

引を市場で行なうか、あるいは組織内で行なう

かはその効率性に依存するが契約を作成し、実

施する費用は取引当事者の人間の諸特性と市場

の客観的諸特性に応じて変動する。取引を妨げ

る諸要因は市場と企業内とではややちがった現

われ方をするが、どちらの場合にも同じ諸要因

の組合せがあてはまる。これらの諸要因として

は制約つき合理性、機会主義、不確実性と複雑

性、少数性、情報の偏在、雰囲気の6つが掲げ

られている。（1）制約つき合理性は、合理的で

あろうと意図されてはいるが限られた程度でし

か合理的ではあり得ない人間行動を指している。

これは、情報伝達の過程に関する人間の2つの

限界、即ち、生理的諸限界と言語の諸限界から

導びかれる。生理的諸限界は情報を誤りなく受

けとり、貯蔵し、とりだし、処理することにつ
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いての諸個人の能力が速度と貯蔵容量のうえで

限界をもつことを意味し、言語の諸限界は諸個

人が彼らの知識や感情を言葉や数や図表などに

よって他人に理解できるような仕方で明確に表

現する能力をもたないことを意味する。（2）機

会主義は、人間が自己の利益を悪がしこいやり

方でこうかつに追い求めることを示している。

経済主体が自己に都合のよい戦略的行動をとる

余地があり、種々の代替的な契約上の関係のな

かから選択する問題に対して意味をもつもので

ある。（3）不確実性と複雑性は複雑な決定問題

における代替的な経路の数が非常に大きく、決

定を行なうべき状況においては代替的経路もルー

ルも与えられていないし、諸代替案の結果を見

積もることは困難であるということである。原

則として決定に関するすべての情報を求めるこ

とは不可能であり、またその実践においては費

用がかかりすぎることを示している。環境的不

確実性はそのすべてを考察することができない

程多数になる場合には当事者たちのデータ処理

能力をこえるであろう。このような情況のもと

では、制約つき合理性は意思決定にとって重要

となってくる。（4）少数性は、市場での取引に

関して、最初の時点では成立している同質の多

数者がいる場合に、契約の更新の時点で、供給

者たちの問の対等性が先発者の優位性によりく

ずれ、先発者に費用上の優位性を与え、その結

果として取引は少数の取引者間の交換となると

いうことである。これは契約が実施されている

間に、最初の時点で、多数の取引者間の交換条

件が成立しているにも拘らず、契約の実施にと

もなう特異性をもった経験、および人的資本の

市場と物的資本の市場との失敗にもとづいて、

少数の取引者間の交換関係に変わるということ

を意味している。（5）情報の偏在は主として不

確実性と機会主義から生じるが、制約つき合理

性も関連をもっている。これは取引のある当時

者には知られているが、他の当時者がこの情報

を知るには費用がかかるということである。そ

して情報の偏在は先発者の諸条件とも関係があ

り、部内者は部外者より情報に関して特定取引

に固有の経験を有し、最初の契約を与えられた

ことによって、情報を戦略的に用いることが出

来る。（6）雰囲気は交換関係が構成員の態度に

共通の効果をもたないような環境に起因してい

る。この関係は構成員の満足度に起因している。

もし実際には相互作用効果があって、それを考

慮に入れるべきであるにもかかわらず、純便益

を特定の取引だけについて計算してしまうなら

ば、問題をあまりに狭く解釈していることにな

る。これらの諸要因のいくつかが結びつくこと

によって市場取引の困難性が引き起こされるの

である。機会主義と少数性の条件が結びつくよ

うな状況においては内部組織は契約を市場でお

こなうという形態にくらべて次の三種類の優位

性を享受する。（1）自律的な契約者達とくらべ

て内部的交換の当時者たちは、機会主義的な主

張の結果として、全体としての組織の犠牲にお

いてサブグループの利得を専有しうる程度が少

ない。したがって、機会主義的に行動する誘因

も弱くなる。（2）内部組織に対してはより有効

に監査をおこなえる。（3）意見の衝突が生じた

場合に、内部組織は論争を解釈するうえで、市

場を介する交換に対して優位性を発揮する。企

業内の反復的なコミュニケーションは特殊な慣

例の発生を促進し、制約つき合理性をさらに節

約する。アルチャンとデムゼッッは企業組織が

存在する理由として技術的な不可分性を強調し

ているが、ウィリアムソンは制約つき合理性と

取引に関して、機会主義の考えを導入すること
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によってコースの議論を発展させた。ウィリア

ムソンは仲間集団において体系的な測定が出来

ないことがフリー・ライダーを許してしまい、

チームに関連した意思決定過程は階層組織のそ

れにくらべて高くつくと考えた。個人の問で制

約つき合理1生の違いが存在すれば、より能力の

ある人を協働者のトップとして指名することに

よってさらに意思決定の質を高めることが出来

よう。仲間集団は市場取引に関連した機会主義

をいく分排除しているにもかかわらず、情報の

偏在は、次のことを生じると、指適している。

すなわち、（1）劣った応募者を選択する審査過

程。（2）取引秘密を利用するために組織をやめ

る仲間。（3）怠けること。また、仲間集団では

情報の偏在や機会主義の問題をコントロールす

ることに必要な、監査や経験を評価する能力が

制限されている。ある一人の専門的な監督者を

指名することによって、これらの弊害を避け、

罰することを可能にする。このことによって意

思決定における節約をするとともに環境の変化

に対するすばやい適応が促進される。ウィリア

ムソンは仲間集団とくらべて、階層組織にある

費用を課している。それは階層のランクづけ、

監査、評価といった側面による参加者の満足感

の喪失である。仲間集団にあっては可能な生産

性の損失にもかかわらず雰囲気のみが好まれる。

制約つき合理性は管理の範囲（span　of　con－

trol）を制約し一連の階層をつくりだすが、そ

れはまた情報のロスやゆがみを生み出す。取引

費用の存在によって、特に制約つき合理性の存

在によって管理の単位としての企業を市場と対

比することによって考えることができる。コー

スの企業についての考え方はなぜブラックボッ

クスが最初に存在するのかを説明しようと試み

たのであって、新古典派理論によって用いられ

たブラックボックスの考え方と真に矛盾するも

のではなかった。つぎに、市場のかわりに組織

を用いる理由を取引費用の存在に求め、さらに

シナジーの考え方を活動との関連性と関係づけ、

技術変化のもとで企業はどのような組織形態を

採用するかを検討する。

［13］　技術変化と内部組織

　企業組織には活動のつながり、適応的行動そ

して自己組織化があると考えられる。

　ウィリアムソンは多製品生産企業の組織形態

を研究した。組織された単一形態（unitary

form）企業（U型組織）は効率的な専門化、

分業、規模の経済の達成を可能にするが、企業

が拡大するにつれ情報伝達と処理はますます不

効率になり累積的なコントロール・ロス効果を

生じる。この理由は企業が拡大することによっ

て制約つき合理性から、有限のスパン・オブ・

コントロールを生じ、組織の階層構造を必要と

するからである。また単一形態企業の各生産ラ

インの相互の職能的調整が経営者レベルで行な

われるが、このレベルで管理上の過大な負担に

より効率的な処理ができなくなる。このような

処理能力を増強させるための方法は、各職能部

門の長を階層組織の頂点における全社的調整過

程に参加させることであるが、このことは各部

門の長を各部門の利益代表とすることになる。

こうしたことから経営者は全社的立場よりも、

職能部門とより直結した党派的利害を優先させ

るようになる。これらの制約つき合理性の結果

に加えて、経営者に有利なように情報の偏在が

存在し、経営者に与えられている裁量の機会を

経営者が機会主義的に利用するならば組織の不

効率を増す。階層組織内の情報交換過程に、下
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位目標（subgoals）に有利になるように意図

的な歪曲がもち込まれるであろうし、有効に使

われていない企業の資源を大目に見るような態

度も現われるであろう。単一形態企業の拡大に

よってもたらされる諸問題を解決する企業形態

として、多数事業部制（multidivision　struc－

ture）（M型組織）が挙げられる。この企業形

態を用いれば経営者を日常的な業務活動から解

放し、資源の獲i得と配分にかかわる戦略的決定

に従事させることによって全社的な観点から業

務を遂行させることができるようになる。同一

の活動に従事する単一形態企業にくらべて複雑

な多数事業部制組織は、制約つき合理性を節約

し、機会主義を緩和し、業務的決定は、事業部

段階で解決され、情報伝達の負担を軽減する。

経営者が党派的利益代表となる誘因を取り除く

ため戦略的決定は本社の職務とされる。本社が

使用する内部監査と内部的統制の諸手法は、情

報の偏在の条件を克服することに役立ち、各活

動部分に対して微調整的なコントロールを行な

うことを可能にしている。多数事業部制組織は

合理1生とともにシナジー効果をもっていると考

えられる。企業内部の活動が各事業部に分解可

能であるが、ある程度技術と市場の相互依存関

係が各事業部間にある場合には、適切な内部価

格を決定することによって各事業部を切り離す

ことができる。この点についてウィリアムソン

は次のような例示を示している［Williamson，

1975］。いま三つの活動段階、すなわち初期生

産段階、生産が完了する中間段階、およびマー

ケティング段階があると仮定する。全製品とも

同一の第一段階から出発し、中間段階には四つ

の工程があり、異なった五つの最終製品がある

ものとすると、最終製品のおのおのに対応した

五つの事業部は必ずしも必要ではない。第一に

第一段階の規模の経済性がいちじるしいために、

すべての製品の生産に必要な量を単一の分解不

能な工場でまかなうことが経済的に正当化され

るかもしれない。第二に、ある製品の第二段階

での規模の経済性が市場の規模にくらべて小さ

ければ、並行して複数の事業部を設けることが

可能である。第三に、別々の製品であっても、

考慮に入れるべき相互作用があるかもしれない。

　ケイはシナジーを内部組織に関連させるため

次の二つの簡単な仮定を置いた［Kay，1982］。

　（1）製品に関する職能内の連結（links）は

職能間の連結よりも強い。

　（2）内部組織に関する特定の取引費用がある。

市場に対するチーム組織の利点は制約つき合理

性、機会主義および情報の偏在性の影響を緩和

し、市場の取引費用を減じる。チーム組織を考

える場合、次の三つの形態の協働が考えられる。

（a）グループ内。（b）グループ間でしかも企

業内。（c）市場。グループの忠誠やグループの

対抗はグループ間の協働における機会主義を促

進する。この機会主義は本社の介入によって協

働を課すか機会主義に対する事後的な処罰によっ

てある共通の利害が認識されて機会主義を抑制

することが出来るならば市場における程ひどく

はない。制約つき合理性、機会主義および情報

の偏在から生じる取引費用はグループから職能

間の協働あるいは部門間の協働に進むにつれ増

大すると考えられるので、グループ間の協働か

ら生じる情報の偏在は市場における程大きくは

ないと考えられる。取引費用のみが組織形態の

選択を決定する要因ではないが、少なくとも重

要な役割は果たしていると考えられる。多数事

業部制（M型組織）の構造の持つすぐれた戦略

形成と内部コントロールの性質は単一形態組織

（U型組織）に比べて、その利用から得られる
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利益は大きい。サイモンは階層組織は分離可能

な性質を持つがサブシステム間の相互作用は弱

くても無視できないものであるが要素内の連結

（1inkage）は要素間の連結よりも強いものであ

ると述べている［Simon，1969］。

　企業の組織形態を選択する場合には代替的組

織構造を選択する場合の費用と便益を考えねば

ならないが、これまでは取引費用をその基準と

して考えてきた。ウィリアムソンは企業の拡張

にともなう組織にかかわる次の三つの費用を考

慮に入れることによって組織の均衡を考えた。

（1）組織の拡大はスパン・オブ・コントロール

の問題をともない、追加的階層を必要とする。

（2）規模の増大とともに非効率と組織スラック

の発生によって株主の力と経営者の裁量の実行

可能性を弱める。（3）規模が大きいことと階層

的な構造とは当事者間に非人格的な関係を成り

立たせ、親密さの減少と自発的な協働の減少は

組織の雰囲気を変え、小集団に不調和をもたら

し組織は非効率になる。代替的組織形態を選択

する場合にはこれらの費用と市場を用いる費用

を比較して採用すべき組織形態を選択する。企

業の多様化戦略はかかる決定を通じてなされる

ものと考えられる。ある製品または潜在的な製

品が企業に純利益を与える潜在的なシナジーの

連結をもっている場合には内部組織の実効費用

が市場を用いる費用よりも少ないならば、企業

は製品あるいは潜在的な製品を内製するであろ

う。ケイは企業によって多様化戦略や内部組織

が異なる理由をシナジーの関係に求めている。

組織と市場を用いることにかかわる費用を一定

とすれば、中心問題はシナジーを考慮した企業

組織のデザインであるという。他の条件を一定

とすればシナジーの連結がふえればふえるほど

市場を用いる費用は増える。またシナジーは組

織の境界をこえると高くつき、内部なら安くつ

くと考えられるから他の条件を一定とすれば、

シナジーが増すにつれ市場取引の費用は増し、

組織費用は減少する。しかし企業は一般に技術

変化を含む環境の変動に対処するためにシナジー

を最大限利用するような企業の活動の組み合わ

せば求めないものと考えられる。このことから

企業の組織内にシナジーの共有要素が多いと企

業の柔軟性を減じ、企業の失敗の可能性が増大

する。したがって企業形態は環境に応じて決定

されるものと考えられる。

［14］　技術変化と組織構造

一活動のつながり、自己組織化、創七一

　シナジーを利用した企業の取引活動に機会主

義、制約つき合理性、情報の偏在性の入り込む

余地がある。それは操業シナジー、販売シナジー、

投資シナジーを利用した契約にもとつく取引を

行う際に生じるものである。かかる接近方法は

シナジーの観点からの取引費用に関する考察で

あるが、シナジー概念は活動のつながり（links）

を考慮しているので市場活動に不安定な状態が

発生すれば企業は契約による市場取引を放棄し

企業内にシナジーを可能な限り取り込む戦略を

とるのである。そこで、環境の不確実性を考慮

した技術変化とシナジーと関連する活動のつな

がりの状態によって効率的な採用すべき組織形

態が決定されると考えるのである。かかる形態

は活動の関連性の強弱によって決定される。し

かし外部からの破局（catastrophe）からの驚異

の存在を考慮して企業はシナジーから最大利益

を得るような組織形態は採用しない。企業の組

織内にシナジーの共有要素が多いと破局が生じ

た場合に企業の柔軟性を損ない生き残れない可
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能性が高くなるからである。したがって企業形

態は環境に応じて決定されるのである。この点

は自己組織化、創発と関連する。ケイはこの二

変数間の関係により採用すべき戦略を決定する

モデルを定式化した［Kay，1982，1987］。さら

にバーンズーストーカーによる機械的組織と有

機的組織をこれに組み込み四つの象限のカテゴ

リーから成る組織を考察した。さらにM型組織

とU型組織およびそれらの中間形態の形成基準

を活動のグループの組織化のあり方に置いた。

また機械的組織と有機的組織の形成基準を意思

決定プロセスに置いた。この接近方法からは環

境が高水準の技術変化の状態にあるときには戦

略として低い関連性のある活動を考慮してM型

組織が採択されさらに高い技術変化を考慮して

非構造的問題に対処できる有機的なM型組織が

採択され、逆に環境が低水準の技術変化の状態

の場合には戦略は高い関連性のある活動を選択

することによって機械的U型組織が採択される。

　ある時点で活動間につながりがあるか、ある

いは時間の経過にともない関連性がでてくる場

合、環境の変化の程度に応じて企業の自己組織

化と進化が進むであろう。各サブシステムに自

律性を与えることによってサブシステム問また

は外部との間の活動のつながりが創発される。

情報の観点からは、エージェントが仕事上で得

た観察が活動に関する知識を変化させるシグナ

ルとなる学習効果がある。他の環境下では、そ

れらの観察が一見まったく迂遠の他の意思決定

領域において有効な情報を生み出す幸運な発見

となるかもしれない。従って、情報処理構造も

価値を創造できる体系に変えていかなければな

らない。また、サブシステムの活動に対して組

織にゆらぎを引き起こすような目標を与えるこ

とによって、カオスから新たに自己組織化を引

き出すことができるかもしれない。

　技術的変化は企業が生き残れる可能性に対す

る脅威である。その脅威はいついかなる条件で

発生するかはなはだ不確実である。活動は、技

術変化や破局に対してもろいので企業の活動間

の共有要素の数を減らしたり、活動の連結や破

局の連結を減らすことによって企業は破局を回

避しようとしている。環境変化は企業の多様化

を促進するであろうか。企業の多様化の問題は

企業の期待利益水準の低下の可能性と関連をも

つ。ケイは企業が行なう活動に関する単純な仮

定を置いた企業戦略の選択モデルを示した

［Kay，1982，1987］。このモデルは活動の連結

と技術変化が企業戦略選択のための内部組織と

外部の環境の二つの決定要因として構築されて

いる。

　このモデルでは企業の活動の束として考えら

れる戦略の選択は同時に次のことをすることは

できない。（1）高い水準の活動の関連性と高い

水準の環境の不確実性。（2）低い水準の活動の

関連性と低い水準の環境の不確実性。換言すれ

ば環境の不確実性の水準が高い時には企業の活

動はゆるく結びついていることが期待され、逆

に強いつながりがある時には安定的な環境のあ

ることが期待される。ケイは単一形態組織（U

型組織）、多数事業部制組織（M型組織）と、バー

ンズとストーカーが認識した機械的組織と有機

的組織を組み込んだ考えを示した。バーンズと

ストーカーによれば機械的組織は技術がゆっく

りと変化する安定的状態に対して適合する。こ

の組織は、個人が上位者の指示に従って詳細に

定義された課業に専門化できるようなコントロー

ルと権威とコミュニケーションについてよく定

義された階層組織である［Burns　and　Stalker，

1961］。有機的組織は技術が急速に変化する不
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安定な状態に適合し、問題が予想できず、日常

的に処理できない。この組織はコミュニケーショ

ンが垂直的な命令や指し図よりも対等な形での

相談や忠告の形をとりやすいのであるが、その

ようなコミュニケーションやコントロールおよ

び権威のネットワーク構造によって特徴づけら

れている。有機的組織では内外の状態の変化に

応じて仕事や関係の連続的な再定義が行なわれ

る。有機的な組織は機械的組織と同じ形で階層

的であるわけではなく、先任順位に従って階層

化されている。機械的組織は硬直的で権力が上

部に集中し成文化された規則や手続など公式化

の度合が高く組織内の仕事が細分化され、各人

の役割は単純化されている。かかる組織は、イ

ノベーションの度合は低く製品分野が安定し大

量生産を行なう企業に向いている。有機的組織

は柔軟性に富み、権力は分散され従業員個人の

働きは高まるが公式化や分業度は低く、製品の

需要も生産技術も不安定で変化の可能性の高い

分野に適した組織で、イノベーションの度合は

高く研究開発や技術革新に向いた組織である。

また単一形態組織（U型組織）と多数事業部制組

織（M型組織）についていえば、後者は前者に対

して戦略形成機能と内部コントロール機能がす

ぐれている。ただM型組織は規模と多様化が同

じ程度の企業についてU型企業よりもより高い

管理費用がかかる。それはM型組織は事業部化

するために戦略決定に携わる事業部レベルの余

分の管理階層を置かなければならないし、事業

部の管理者は全般管理者でもあるので多様な職

能に携わらなければならないのでそのような有

能な管理者は希少となりコストが高くつく。M

型組織では職能的管理者の重複がある。弱いつ

ながりを持つ活動あるいは、つながりを持たな

い活動は事業部として独立させている。活動問

につながりがあれば職能的グループを形成させ

るし、活動間につながりがなければ事業部の形

成を促進させるのである。かかる原理は中間組

織形態にも適用されるのでU型組織型からM型

組織への組織の動きはU型組織の強い性格を持

つ組織からM骨組織の強い性格を持つ組織へ移っ

て行くことを示している。ここではU型組織か

らM型組織への推移は活動のグループ化に比例

して漸進的に起こるものと考えている。機械的

な組織から有機的な組織への推移はU型組織、

中間組織およびM型組織の意思決定プロセスを

示している。すなわち企業が有機的組織原理に

もとづいてプロジェクト・チーム・アプローチ

を採用する場合には、U型組織かまたはM型組

織を用いて行なうのである。機械的組織を用い

ると非常軌下仕事や構造化されない仕事につい

て非能率であったり、処理できなかったりして、

意思決定費用がかさむ。他方有機的組織は意思

決定の遅れやコントロール・ロスそれに経営者

の能力を節約でき、有効な経営活動にその能力

を振り向けることができる。したがって技術変

化の増大に対応して機械的組織から
有機的組織の意思決定プロセスの変化を示す

ことができる。ケイのモデルでは環境の技術変

化の水準に応じて企業が戦略を採用するので、

環境が戦略を決定することを示している。チャ

ンドラー［Chandler，1966］、ウィリアムソン

［Williamson，1975］、アンソフ［Ansoff，1965］

は戦略が構造を決定すると述べているが、ケイ

はそれに加えて、環境は他の構造要素つまり機

械的組織と有機的組織をも決定することを主張

している。高水準の技術変化に対しては有機的

なM型組織が適切であり、低水準の技術変化に

は機械的U型組織が適切であることを示してい

る。技術変化の多様化、M型組織、有機的組織
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および安定的技術、専門化、U型組織、機械的

組織の関連を示した。ルーメルト［Rumelt，

1974］は構造と多様化の関係を専門化率を用い

て分析したが、ケイの主張する戦略的カテゴリー

を専門化率に置き換えるならばより構造選択の

予測能力は増すかも知れない。

　経済活動において組織が市場にとって代わる

理由としてコースは市場に取引費用が生じるこ

とに求めた。ウィリアムソンは取引を市場で行

なうか組織内で行なうかはその効率性に依存す

るが、取引を妨げる諸要因は、市場と組織では

違った現われ方をするが、どちらの場合にも制

約つき合理性、機会主義、不確実性と複雑性、

少数性、情報の偏在、雰囲気が考慮されねばな

らないと考えた。これらの諸要因は相互に組み

合わさって取引費用を生じる。アンソフによっ

て開発されたシナジーの概念は部分の総計より

も大きな企業の資源と結びついた報酬を生産し

うる効果と定義される。かかるシナジーを利用

した企業の取引活動に機会主義、制約つき合理

性、情報の偏在性の入り込む余地がある。それ

は操業シナジー、販売シナジー、投資シナジー

を利用した契約にもとつく取引を行なう際に生

じるものである。かかる接近方法はシナジーの

観点からの取引費用に関する考察であるが、シ

ナジー概念は活動のつながり（links）を、考

慮しているので市場活動に不安定な状態が発生

すれば企業は契約による市場取引を放棄し企業

内にシナジーを可能な限り取り込む戦略をとる

のである。そこで、環境の不確実性を考慮した

技術変化とシナジーと関連する活動のつながり

の状態によって効率的な採用すべき組織形態が

決定されると考えるのである。組織形態にはU

型組織とM型組織、そしてその混合形態がある。

かかる形態は活動の関連性の強弱によって決定

される。しかし外部からの破局（catastrophe）

からの脅威の存在を考慮して企業はシナジーか

ら最大利益を得るような組織形態は採用しない。

企業の組織内にシナジーの共有要素が多いと破

局が生じた場合に企業の柔軟性を損ない生き残

れない可能性が高くなるからである。したがっ

て企業形態は環境に応じて決定されるのである。

ケイはこの二変数間の関係により採用すべき戦

略を決定するモデルを定式化した。さらにバー

ンズーストーカーによる機械的組織と有機的組

織をこれに組み込み四つの象限のカテゴリーか

ら成る組織を考案した。さらにM型組織とU型

組織およびそれらの中間形態の形成基準を活動

のグループの組織化のあり方に置いた。また機

械的組織と有機的組織の形成基準を意思決定プ

ロセスに置いた。この接近方法からは環境が高

水準の技術変化の状態にあるときには戦略とし

て低い関連性のある活動を考慮してM型組織が

採択されさらに高い技術変化を考慮して壁構造

的問題に対処できる有機的なM型組織が採択さ

れ、逆に環境が低水準の技術変化の状態の場合

には戦略は高い関連性のある活動を選択するこ

とによって機械的U型組織が採択される。

［15］垂直統合と取引費用

一取引費用と組織の生成、階層の進化一

一市場における契約、仲間集団、階層組織、

　　インセンティブ・システム、所有権理論、資

　産の特定性と垂直統合、経路依存性、進化一

　一般に企業が市場で取引する場合に交渉費用、

契約を作成する費用、機会主義的行動をモニター

するための費用、実施する費用などの取引費用

が発生する。この取引費用が非常に高くつく時

には企業は市場で取引することをやめて、組織
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をつくり経済効率を上げようとする。市場と組

織の中間形態としてオール・チャンネル型ネッ

トワーク形態や車輪型ネットワーク形態のチー

ム（仲間集団）がある。この集団は、通常は協

同的な活動を行い、支配と従属の関係を伴わな

い。生産高の測定と報酬の配分という点から測

定の問題が存在する。もし生産の諸要素の共有

がない場合には個々の要素の所有者が機会主義

的行動や相手をあざむき、ずるく立回るシャー

キング（shirking）をするインセンティブが存

在する。シャーキングを妨げる方法としてアル

キャンとデムゼッッは監督者を残余持分請求権

者にする方法を考えた［Alchian－Demsetz，

1972］。取引に特定的な資産に対する投資が行

われていたり、情報の偏在が存在すると機会主

義的行動を助長する。このような可能性を避け

るには包括的な条件つき請求権契約を結んで起

こり得るあらゆる状態に備えて保険をかけるべ

きであろう。しかしこのような契約を結ぶのは

多数の起こり得る状態を考慮しなければならな

いのでコストが高くつく。コーポレート・ガバ

ナンス、hold　up問題が発生する。もしも市場

で取引するコストが高くつくときには、企業は

取引を内部化することによって取引費用を節約

し、経済的利益をあげることが出来る。ウィリ

アムソンは部品を内製するか外注するかの問題

を取引費用と資産の特定性の概念を用いて分析

している。このモデルでは、資産の特定性が低

い時には、部品の供給企業は購i入企業に比べて

生産費用に関して優位性を持つ。階層組織がプ

リンシパルとエージェントから構成されると仮

定すればエージェントが機会主義的な行動をと

る機会があるかも知れない。ここにエージェン

トの機会主義的行動をモニターすることによっ

て組織の不効率を除くことができよう。企業間

関係における垂直的制限の場合には機会主義的

行動を阻止する契約実施メカニズムを考案する

ことができる。情報の偏在は先発者の諸条件と

も関係があり、部内者は部外者より情報に関し

て特定取引に固有の経験を有し、最初の契約を

与えられたことによって、情報を戦略的に用い

ることができる。これは企業間関係の経路依存

性とも関連を持つ。また、最初に選択した技術

が経路依存性および進化と強い結びつきを持つ

ことも実証されている。

［16］垂直統合

　企業はある同一の生産プロセスの連続する一

つ以上の段階（stage）を企業内に組織化して

垂直統合を行っていることが多い。垂直統合に

は後方（上流）統合と前方（下流）統合の二つ

のタイプがある。企業は垂直統合によって様々

な利益を得ることが出来ると考えられる。

　それらは　1）垂直統合の経済、2）インプット

市場における不確実性の削減、3）製品市場にお

ける不確実性の削減、4）製品市場における独占

力の獲得、5）インプット市場における独占力の

獲得、6）参入障壁の創出または強化である。不

確実性が経済環境にはつきものであって、イン

プット市場の不確実性は垂直統合によって減ず

ることが出来る。取引費用の観点からは垂直統

合を行わなければ少数主体間交渉が支配的とな

り、かつ不確実性に直面して、限定された合理

性のために、適応的で逐次的決定プロセスが最

適性を持つような状況のもとにおいて垂直的統

合が行われるのである。

　自律的ないし準自律的な単位の間で限定付き

の結合利潤最大化になるような同意に達しよう

とする場合には、契約に欠陥が生じたり、他の
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当事者をだまそうとするなど危険性がでてくる

のに対して、合併の契約が行われる場合にはこ

うした危険性を大いに減らすことが出来る。し

かし他の契約上の代替案にかかる取引費用の方

が垂直統合が行われる取引費用よりも安い場合

には前者が選択される。垂直統合に対するイン

センティブは生じない。垂直統合と契約上の取

引費用との関係について検討するがある。

　企業はある同一の生産プロセスの連続する一

つ以上の段階（stage）を企業内に組織化して

垂直統合を行っていることが多い。

　垂直統合の程度は同じ産業内でも企業によっ

て異なっている。垂直統合には後方統合

（backward　integration）または上流統合

（upstream　integration）と前方統合（for－

ward　integration）または下流統合（down－

stream　integration）の二つのタイプがある。

企業が以前に独立した生産者から購入していた

原材料や中間製品を内製するときに後方統合が

行われる。

　企業が同一の生産プロセスの連続する早い段

階から、つまり原材料や中間製品の段階から最

終製品に加工したり、卸売や小売和通じて流通

させる段階に事業を拡張する時に前方統合が行

われる。垂直統合は測定することはむずかしい

が、一つの方法は生産段階（stage）を顧慮す

ることである。段階の数が多ければ多いほど統

合も大きい。

　しかしながら段階の定義は主観的な判断とな

りがちである。垂直統合の程度の関する多の測

定尺度は売上に対する付加価値の比率である。

この場合には売上に対する付加価値の比率は大

きければ大きいほど垂直的統合の度合も大きい。

しかしこの比率は欠点を持っていて、ある一つ

の段階の産業が高い付加価値を持っているが他

の産業多段階でしかも総付加価値が低い場合等

は、産業間の比較をする際に注意を要する

［Adelman．，1955］。

　ゴートは垂直的統合の測定を主要な生産活動

と補助的活動にもどついて行うことを示唆した

［Gort，1962］。

　補助的な活動は主要な生産活動にインプット

を供給する活動であったり、あるいはさらに下

流の処理に貢献する活動であったり、主要な製

品を販売するのに貢献する活動であったりする。

主要な活動と補助な活動が区別されると、垂直

統合の程度は企業の総雇用に占める補助的な活

動に従事する雇用の百分率で測定される。この

比率が高ければ高いほど垂直統合の程度は高い

と判断されるのである。

　グロースマン・ハートによれば垂直統合は資

産に対する所有と完全なコントロールを意味し

ている　［Grossman　and　Hart，1986］。彼ら

によれば労働と企業の関係は垂直統合に影響を

与えない。つまり労働者は垂直統合の程度を変

えることのない独立した契約者である。他方ウ

イリアムソンやチュンは垂直統合を考える際に

労働との関係を強調し、垂直統合は中間製品を

購入することをやめて、労働者を雇用して製品

を生産するよう切り替えることであると考えて

いる［Cheung］。この場合建物や設備などの資

産は垂直統合の程度に影響を与えずに所有され

たり、リースされたりする。資産のリースは所

有を変えることを］能にする。かかる二つの観

点はそれぞれある程度の説明力を持っているが、

いずれも垂直統合に関する完全な説明にはなっ

ていない。垂直統合は生産あるいは流通の全プ

ロセスにわたってコントロールすることを意味

しており、それらの全プロセスのある特定のイ

ンプットに対してコントロールするという説明
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では不完全である。

　一般に垂直統合からの経済の大きさは統合さ

れている段階がどれぐらい重要であるかに依存

する。または最終製品の生産がほとんどの中間

製品を吸収するかどうかにも依存するし、連続

的な生産段階における生産の潜在的な規模の経

済にも依存している。

　参入企業は既存企業と同じ程度の統合企業に

するためには必要な資本額が大きくなる。資本

市場が完全でなければ、必要資本額が大きくな

ると実質的な障壁になる。垂直統合は規模の障

壁も増大させる。統合された生産活動のいくつ

かは最善の全体的な効率を達成するために最小

の最適規模が大きくなることがある。

　連続する生産段階においてある供給段階の最

小の最適規模の工場が供給するよりももっと多

くのインプットを必要とする次の段階の最小の

最適規模の工場がある場合が考えられる。この

ような場合には先行する段階は最小の最適規模

を最大の全体効率を達成するために大きくする

必要がある。このことは関連する段階の規模の

障壁を大きくする。

　クレベンガー・キャンベルは需要独占力が存

在する産業は高い利益率を得、高度に集中した

他の産業からインプットを購入した産業は低い

利益率を得ていることを明らかにしている

［Clevenger　and　Campbell，1977］。

［17］垂直統合と資産の特定性

　取引費用と組織の生成の問題は垂直統合と資

産の特定性を内包している。

　資産の特定性は契約により取引の一方の当事

者によって取引の他方の当事者のためになされ

た投資が、両者にとって特定的な資産に対する

投資となり、新たに契約によって市場取引を行

うには取引費用が高くつくため大きな困難が生

じることを意味する［Williamson，1981，1985］。

　これらの要因のいくつかが結び付くことによっ

て市場取引の困難性が引き起こされるのである。

市場取引に不確実性がなければ市場で取引契約

をすることと階層組織を作ることとの間にはコ

ストの差はあまりない。市場の取引に不確実性

があるとき、企業の持つ能力は限界があるので、

不確実な将来をも予測した完全な契約を結ぶこ

とは不可能である。従ってここに機会主義の入

り込む余地が生じる。取引の少数1生があると取

引相手が機会主義的な行動を起こしやすい。

　取引に特定的な資産に対する投資が行われて

いたり、情報の偏在が存在すると機会主義的行

動を助長する。このような可能性を避けるには

包括的な条件つき請求権契約を結んで起こり得

るあらゆる状態に備えて保険をかけるべきであ

ろう　［Arrow，1974］

　しかしこのような契約を結ぶのは多数の起こ

り得る状態を考慮しなければならないのでコス

トが高くつく。もしも市場で取引するコストが

高くつくときには、企業は取引を内部化するこ

とによって取引費用を節約し、経済的利益をあ

げることが出来る。ウィリアムソンは部品を内

製するか外注するかの問題を取引費用と資産の

特定性の概念を用いて分析している。

　このモデルでは、資産の特定性が低い時には、

部品の供給企業は購…入企業の二巴に比べて生産

費用が低い。曲線abは購i入者の生産費用から

供給者の生産費用を差し引いた差を表す曲線で

ある。

　第16－1図で曲線cdは部品の内製にともな

う管理費用から市場での契約取引から生じる取

引費用を差し引いた差額の曲線を表す。曲線
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費用

6

0

σ　6

産にかかる取引費用との差と考えてよい。これ

らの問題は基本的に部品を内製するか外注する

かの問題と同様に、取引費用を考慮することに

よって決定することが出来る。

湾　！4’ ウ

資産の特定性

［18］垂直統合と不確実性

　　　4∫

図16－1

efは曲線abと曲線cdを加えたもので：ある。

曲線abは生産費用の差であり、資産の特定性

が増大すると反比例して費用の差は0に近づく。

取引費用による内製か外注かの判断は、A点で

外注をやめて、内野に移るべきことを示してい

る。しかし、特製と外注の生産費用の差を考慮

すると点Aでは購i入者は部品を買い続けA点

で初めて部品を内製する。

　テイースは多国籍企業の海外投資について垂

直的統合を行うべき資産の特定性の程度につい

て考察している。［Teece，1986］

　ティースの議論は市場を用いるか組織を用い

るかの決定を考える際に、市場の取引費用及び

内部管理費用を用いて市場から組織を用いるこ

とにスイッチする資産の特定性の程度を決定し

ている。またライセンス生産を利用するか子会

社を用いるかの決定についてはライセンスにか

かわる取引費用と子会社の管理費用を用いて、

ライセンス生産から子会社による生産にスイッ

チするノウハウの複雑性の程度を決定している。

　つまり横軸にノウハウの複雑性を取り曲線

cdを子会社にかかる管理費用とライセンス生

　（1）不確実性

　市場に不確実性が存在すると取引費用は増大

し、企業の垂直統合に対するインセンティブは

増す。垂直統合は中間製品の需要あるいは供給

の不確実性を減らし、ある重要なインプットの

供給やアウトプットのために必要なものを確実

に確保するために行なわれることがある。また

垂直的に関連した生産段階の間で情報を交換し

たり、統合した企業へ危険（risk）を移転した

り、除いたりして多様化を通じて危険の全体的

な水準を減らすために垂直統合が行なわれる。

不確実性と垂直統合との間の関係は最初に取引

費用の枠組みを用いずに分析された［Jensen，

Kerberg，　and　Thomas，1962］。

　彼等は農産物市場の統合に主要な関心を払っ

ており、垂直統合を生産の垂直的に関連する段

階における供給や需要の変動を減らす手段と考

えている。かかる変動は備蓄、保険等の費用を

要し、不確実性の減少は取引の当事者達の利益

を増す。垂直統合がない場合の変動の程度は製

品がだめになり、生産プロセスが途切れたりす

ることに直接関係してくる。

　不確実性が存在する場合には、意思決定者が

危険回避的（risk　averse）であるならば、垂

直統合は多様化目的のために行なわれる。

　ペリー［Perry，1982］とワレン・ブールト

ン［Warren　Boulton，1979］は垂直統合がリ

スクの多様化を生じる条件を分析している。
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　いま、二つの企業が生産の垂直的に関連した

段階にあると仮定しよう。上流企業の利益を

HB、下流企業の利益をHFとする。これらの利

益を後で特定される源泉から生じる不確実性の

存在に帰因する確率変数であると仮定する。

　これらの利益の分散はそれぞれσB，σFであ

る。これらの二つの企業が垂直的に統合され、

垂直統合の他の影響が存在しないならば統合企

業の利益の分散は次式で表わされるであろう。

σ1一σ量＋σ書＋2c・”（HB，　HF）

但し、ooη（HB，　HF）は二つの別個の企業の利益

の共分散である。かくて二つの企業について

co灰D：B，　D：F）＜0であることが必要にして十分

である場合には、垂直的に統合することによっ

て危険（risk）を多様化できる。

　ペリーとワレン・ブールトンによって得られ

た結果は統合のための多様化インセンティブが

特定の源泉の不確実性に依存しているというこ

とを示しているし、ある場合には最終製品需要

の価格弾力性や下流企業の代替弾力性の値に依

存することを示している。つまり、共分散の符

号については四つのケースが考えられる。第1

に、不確実性が最終製品の需要の確率的な変化

によるものであるならば、oo択HB，　HF）＞0で

あり、垂直統合に対するインセンティブはない。

co”（HB，　HF）＞0である場合は、二つの段階の

利益の全体の分散は垂直統合によって大きくな

る。

　このケースの場合には統合に対する負のイン

センティブがある。最終回需要の増加はrIBを

増加させ、同時に中間製品に対する派生需要を

増加させてHBを増加させる。

　下流段階の需要の減少は反対の効果を招き、

両企業の利益を減少させる。従って最終財の需

要における変化を通じて確率要素が入ってくる

時には、二つの段階の利益は同じ方向に動くで

あろうから、統合はリスクの多様化をもたらさ

ず、リスクを分散できない。

　第2に、中間製品がある最終回産業にも用い

られる場合には、これらの他の産業の派生的な

需要における確率的な変化はインプットの価格

を不確実にする。

　このケースでは垂直統合によってリスクを分

散することができる。中間製品に対する外部需

要の増加はインプット価格を上昇させるが、下

流段階の代替弾力性と最終財需要の弾力性に依

存して下流企業の利益HFを減少させる。外部

需要の減少は反対の効果を持つ。

　結局このケースではoo”（IIB，　HF）＜0となり

やすく、その場合には垂直統合によって利益の

分散を小さくすることができる。

　第三に、中間製品の生産に用いられるインプッ

トの供給価格が確率変数である時には、多様化

が生じにくい。上流企業の利益HBと下流企業

の利益HFは二つの段階の代替弾力性と需要弾

力性に依存して減少しやすい。インプット価格

の下落は反対の効果を持つ。

従って、このケースではco”（：［IB，　HF）＞0とな

りやすく、垂直統合によって利益の分散を小さ

くすることができる。

　第四に、下流段階で用いられる他のインプッ

トの供給価格が確率的に変化するなら、それは

垂直統合ためのインセンティブを持つ。他のイ

ンプット価格の上昇は下流企業の利益HBを減

らす。

　このインプットが最終財の生産における中間

製品に代替するならば、代替効果は産出効果を

上回り、中間製品に対する派生需要は増大し上

流企業の利益は増える。このように二つのイン

プットが代替的であるならば、co”（HB，　HF）＜0

一57一



経済学研究第71巻第4号

であり、垂直統合のための多様化のインセンティ

ブが働く。

　二つのインプットが補完的であれば、co”

（HB，　HF）＞0であり、垂直統合のための多様化

のインセンティブは生じない。

　不確実性の存在のもとで、企業が危険回避的

行動をとるとすれば危険の多様化動機と関連し

ない垂直統合のためのインセンティブが生じる。

そのようなインセンティブについてブレアーと

ケーザーマンは上流の独占的企業が危険中立的

（危険回避的）であって、下流の競争的企業が

危険回避的（危険中立的）であれば、前方統合

に対する正のインセンティブ（負のインセンティ

ブ）があるということを明らかにしている

［Blair，1974；Blair　and：Kaserman，1978a，

1980］。

　また生産のいろいろな段階において企業間に

危険選好の差があれば垂直統合に向けた、ある

いは垂直統合をしないインセンティブがあるこ

とを分析した。危険選好が同じ場合でも企業の

主観確率密度が異なれば同様の結果が得られる。

垂直統合のインセンティブがあれば企業は内部

化する。不確実性が存在するため独占的供給企

業にとって統合する方が利益がある場合には企

業は統合する。

　垂直統合は危険を引き受ける企業に危険を再

配分することによってモラル・ハザードのない

保険として機能する。確率的需要の最終財を生

産する危険回避的な企業と取引する危険中立的

な中間製品の独占的供給企業は委託販売を利用

することによって垂直統合と類似した結果を得

ることができる。

　上流の企業は独占的に供給された未利用の中

間製品を買い戻す契約とすることができる。こ

のような契約は危険を引き受ける用意のある上

流企業に需要の変動の危険を移す効果がある。

しかし委託販売は垂直統合と全く等しいという

わけではない。

　下流の企業は低い確率を持つ高水準の需要を

満たすに充分な数量を保有するインセンティブ

がある。この企業は危険中立企業よりも多く中

間製品を購入するので上流の中間製品の独占的

供給企業はいつも買い戻す立場にあり、それだ

け費用が高くつくことになる。したがって垂直

統合するだけの利益のない場合に企業は契約に

よる委託販売を選ぶであろう。

　最終財生産企業が危険回避的である場合には、

中間製品の独占的供給企業は確率的なインプッ

ト価格に関心を持つ。その場合には危険回避的

最終財生産企業は不確実性を完全に除こうとす

るが、除けない場合には不確実性の影響を和ら

げようとするであろう。

　危険回避的企業は限界生産物の価値と期待イ

ンプット価格が等しくなる水準以下にインプッ

トの利用を減らすという行動に出るであろう。

［19］　シャーキングとモニタリング

ー自己組織化のケース1一

　機会主義的行動を阻止する契約実施メカニズ

ムを考案することができる　［Klein，　and

Murphy，1988］。ここでは垂直的な取引関係

があり、製造業者はディーラーに望ましいサー

ビスを供給してもらうため契約を結ぶことが実

施可能でないと仮定しよう。

　完全な契約は多額の取引費用がかかりまた硬

直的であって、市場が変化した場合に再交渉を

必要とし、高額な費用を被る可能性がある。そ

のため製造業者はディーラーの成績をモニター

できるが明示的な契約はしない。
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　製造業者向けのディーラーの特定の投資が十

分な大きさのものならばディーラーはシャーキ

ングを行う（機会主義的行動をとる）ことによっ

て製造業者から取引停止の通告を受けることに

より投資に対する準レソトを失う脅威があるの

で、ディーラーはシャーキングを行わず、製造

業者の望むサービスを供給することによってディー

ラーの成績をあげるであろう。

　ディーラーは取引の停止という脅威によって

よい成績をあげるようなモチベーションが与え

られている。製造業者は水準以下の成績のもと

に取引を停止するという選択権を持つことによっ

て、ディーラーを観察し管理することができる。

プレミアムを打ち切る実施メカニズムを採用す

ることが効率的であることがわかると、契約の

調整は取引当事下間で準レソトを最適に配分す

るよう考案されなければならない。

　あるレソトを製造業者からディーラーに移す

ことによって小売レベルの再販価格の維持や卸

売レベルの包括的テリトリーを決める。例えば

卸売業者に特定の立地における固定した比較的

少数の小売業者を割り当てる、といった垂直的

制限は一定の効果を持ち、ディーラーの成績を

保証している。

　垂直的統合あるいは一括抱き合わせ販売協定

契約の経済効果は正の効果を持つ。最終財の産

出量は拡大し、その価格は下落するからである。

消費者の経済的な厚生も増える。インプットの

独占的供給生産者の垂直的統合あるいは抱き合

わせ販売協定契約の提案に対して最終財の生産

者が拒否する理由はない。そのわけはそのよう

な統合あるいは協定は不確実性を減らすからで

ある。インプットの独占的供給企業が危険中立

的であれば最終財の生産量は増え、価格は下落

する。競争的な最終財の産業と比べてインプッ

トの独占的供給企業が危険回避的でないならば

同様に経済厚生は増えるが、しかし、より危険

回避的な場合には垂直統合あるいは抱き合わせ

販売協定契約はなされない。

［20］　取引費用と組織構造の選択戦略

一自己組織化のケース2一

　（1）多国籍企業の取引費用と水平的統合

　垂直的な取引関係において一方の取引の当事

者が取引について多額の投資をしている場合を

仮定してみよう。このような場合には資産の特

定性が生じ、取引両当事者にとって、特定的な

資産に対する投資となり、新たに契約によって

市場取引を行うには取引費用が高くつくため大

きな困難が生じる。部品を内製するか外注する

かの問題にはこのような取引費用がかかわって

くる。このように組織の構造を選択する場合に

取引費用は大きな役割を果たすように思われる。

多国籍企業のライセンス生産か海外子会社によ

る生産かの選択も同様の内容を持っている。マー

ケティングにもとづいたノウハウを中心事業と

して外国市場に参入する企業とでは構造をどの

ように選択したらよいのであろうか。また多様

化戦略をとる場合に内部化の程度を決めるのに

取引費用が役立つであろうか。このような問題

意識のもとに垂直的統合、水平的統合とその内

部化がどのように決定されるかを検討するとと

もに、ネットワークにも取引費用が構造を決定

するカットオフ・ポイントとして使えるかどう

かを考えてみよう。さらに、そのような構造に

おいて機会主義が生じた場合、これを阻止する

実施メカニズムとしていかなるシステムが採用

できるであろうか。以上の問題意識に立脚して、

構造の選択戦略を考察してみよう。本稿で取り
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上げる取引費用は制約つき合理性、機会主義、

不確実性と複雑性、少数性、情報の遍在、資産

の特定性である。さらに拡張された取引費用と

してモニタリング費用が取り上げられている。

このモニタリング費用は組織管理上、機会主義

的行動をモニターすることによって組織の不効

率を除くためにかかる費用である。このモニタ

リング費用は、情報管理技術の進歩や環境の変

動による組織構造の変化によって影響を受ける。

環境が変動した場合、取引費用が影響を受ける

ことによって、収益側もまた影響を受けること

によって、構造選択の戦略にどのような変化が

みられるのであろうか。これらの点は非常に興

味深いものと思われる。

　ヒルとキムはライセンス生産をすることにと

もなうノウハウの拡張の危険と時間を考慮にい

れた多国籍企業の動的モデルを開発した［Hill

and　Kim，1988］Q

　市場で取引するには一般に取引費用がかかる

が、この取引費用には、（1）契約を起草する費

用、交渉にかかる費用、モニタリング費用、交

換に対して両取引当事者の権利と義務を特定し

条件付き契約を実施する費用、（2）ライセンス

生産をする場合に、ノウハウの拡散が起こる危

険が生じるが、これによる利益の損失が含まれ

る。キムとヒルは（1）を事前費用、（2）を事

後費用と呼んでいる。事前費用は契約にかかわ

る費用であり、事後費用は機会主義にかかわる

費用である。多国籍企業は外国市場に展開する

にあたってライセンス生産か完全保有の子会社

のどちらか一方によって事業を行うと仮定しよ

う。市場が完全競争で不確実性や情報の遍在、

機会主義などがなければ企業はライセンス生産

を行うであろう。ライセンス生産によれば外国

市場を開発することに伴う費用を避けることが

出来るが、子会社を新たに設立するには費用が

発生する。しかしライセンス生産は企業の特定

のノウハウからの利益をライセンス生産者の機

会主義的な行動から守ることができない。この

ような場合には完全保有の子会社が用いられる。

多国籍企業の内部化理論は技術のノウハウの役

割を重視している。技術的ノウハウは無形資産

であり、その価値を知ることは困難である。従っ

て市場メカニズムを通して売ったり価格をつけ

ることは困難である。またノウハウはそれ自体

が企業に特定の利益を与えるものであるから、

企業はノウハウの拡散を嫌うであろう。企業が

外国企業にノウハウを供与して製品を生産すれ

ばライセンス生産者やその従業員がそのノウハ

ウを拡散する危険がある。そこでこの危険が高

ければ、企業は完全保有子会社を利用するであ

ろう。これは事後費用を節約することになる。

しかしライセンス生産でも条件つき契約を結べ

ば機会主義的な行動に保険をかけることとなろ

う。多くの場合条件つき契約を結ぶには多数の

考えうる状態を全て考慮しなければならないか

ら費用が高くつくので、ノウハウの拡散の大き

い場合には企業は完全保有の子会社を利用する

ことになる。技術的ノウハウの役割の重要な研

究開発を重視する生産に多国籍企業が多くみら

れるのはこの理由によると思われる。しかし技

術的ノウハウの役割を無視しうる消費財やサー

ビス産業でも多国籍企業が見受けられる。この

わけはこれらの産業はマーケティングのノウハ

ウに基づいており、品質の保証となる強いブラ

ンド認識があり、購…入者側に対して不確実性を

減らしているので、ますます顧客を得ることが

出来るのである。

　キムとヒルはモデルに時間を組み込んだとき

に、どの時点でライセンス生産から完全所有の
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子会社を外国に設立して生産を行うか、あるい

は逆に完全所有の子会社を用いた海外生産から、

どの時点でライセンス生産に切り替えるべきか

について取引費用と内部化の費用の概念を、用

いてその適切な時点を考察している。内部化費

用は海外の物的設備を建設する費用、海外の市

場や文化に習熟する費用、ノウハウを移転する

費用、組織をコントロールする費用からなって

いる。これらの費用をそれぞれa、b、　c、　dと

すれば、内部化費用ICはそれぞれの費用を加

えたものとなる。つまりIC＝a＋b＋c＋dであ

る。他方市場での取引のかわりに内部市場を用

いるとき、総経済利益が生じる。この総経済利

益GEBは内部化の結果として避けられた総取

引費用TTCに等しい。従って正味経済利益N

EBは総経済利益から内部化費用を差し引いた

額に等しい。この差が正ならば海外に完全所有

の子会社を設立して、生産を行えばよい。とこ

ろで内部化費用と総経済利益は時間の経過とと

もに減少する。時間の経過と共に企業は外国の

市場や文化に馴染み、機会主義的行動をとるラ

イセンス生産社を選別できるようになるので海

外の市場や文化に習熟する費用は減少する。ま

た企業の意思決定者は時間の経過とともに危険

回避として行動する性行を持っているので、あ

る水準の危険の事前取引費用は時間の経過とと

もに減少する。また時間の経過とともに他の企

業の技術革新も進むため、当該企業のノウハウ

の独占は弱まるだろうし、技術を模倣する企業

の出現などによって企業の利益は減少する。し

たがって失われる利益の見積額も減少し、事後

取引費用が減少する。このことは総経済利益G

EBは時間の経過とともに逓減することを意味

している。第2図では逓減する総経済利益曲線

と内部化費用曲線ICが示されている。内部化

費用の中には組織をコントロールする費用が含

まれているが、海外に拡張した組織をコントロー

ルする費用は時間の経過とともに逓減する効果

もあって、内部化費用曲線はある水準Xに漸近

する。企業が直面している最初の状態は内部化

費用が総経済利益を下回っているので海外の市

場に完全所有の子会社を設立して生産した方が

よいが、第2期以後は総経済利益を内部化費用

が上回ることになり、市場を利用した方がよい

ことを示している。従って第2期までは完全所

有の子会社を用いて生産し、第2期以降はライ

センス生産に切り替えた方がよい。但し、第2

期において完全所有の子会社からライセンス生

産に切り替えるには、さらに切り替えに要する

費用を考慮しなければならない。子会社が地域

の企業に売却されるような場合なら、それは無

視できよう。新規業へのノウハウの移転が困難

をともない、契約問題によって切り替え費用が

高くつくときには、t2の右側で切り替えが行

われよう。

　ドル

X
　　　　　　　　　　／C
賢↓静曽騨＿＿■一＿＿一＿＿轄騨一一■一一卿一一一一一■　　　需一一一一一一冒一一一一一一一一一

GEβ

’ 　　　’2　1＞Eβ

図19－1

時間

　内部化費用については、完全所有の海外子会

社のノウハウがマーケティングのノウハウに基

づいているときには、これにかかる組織のコン

トロール費用は、ノウハウが技術に基づいてい

る場合よりも大きい。海外子会社の成果の測定
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は利益の基準によって評価できるが、利益それ

自体があいまいさを残しており、品質などをチェッ

クするのには情報処理が必要とされる。ブラン

ド・イメージは品質を保つことによって維持さ

れるからである。このことはノウハウが技術に

もとつく内部化費用曲線とノウハウがマーケティ

ングにもとつく内部化費用曲線とが異なること

を示唆している。ノウハウがマーケティングに

もとつく場合の内部化費用曲線とノウハウが技

術にもとつく場合の内部化費用曲線ICの異な

る2つの費用曲線を考えることによって、時間

の経過とともにノウハウがマーケティングにも

とつく場合と技術にもとつく場合とで、海外市

場でのライセンス生産から完全所有の海外子会

社を用いた生産への切り替え、またはその逆の

ケースの切り替えのタイミングを考えるもので

ある。マーケティングにもとつく企業は技術に

もとつく企業よりもライセンス生産から海外所

有の海外子会社による生産に切り替えるタイミ

ングは遅いであろう。またマーケティングにも

とつく企業は技術にもとつく企業よりも早く子

会社による生産からライセンス生産に切り替え

る。これらのことから多くの多国籍企業が技術

を中心とした研究開発試行の企業に見受けられ

ることの概念的な説明を与えてくれる。総経済

利益曲線GEBは事前取引費用と事後取引費用

の和であるから、取引費用が企業形態の切り替

えをするときの考慮すべき重要な要素となって

いる。ところで企業特有の利益を持続させてい

くために企業は一連の技術革新を持続させよう

とするが、その場合には総経済利益曲線はゆる

やかな右下がりの曲線となる。それは企業が単

一の技術革新をするか一連の技術革新を持続す

るかどうかにかかわらず総取引費用TTCは減

少するからである。しかし内部化費用について

は海外市場や文化に習熟する費用は一連の技術

革新に依存しないが、ノウハウの移転費用はそ

の移転の都度高まることになろうし、外国市場

に物的設備を追加する費用も加えられる。また

拡大した組織をコントロールする費用も高まる

ので内部化費用曲線は平均してなだらかな右下

がりのゆるやかな曲線を描き、組織のコントロー

ルにかかる費用によって決まるXの水準に漸近

するであろう。従って総経済利益曲線と内部化

費用曲線が交わる点は時間的に先に延ばされる

ことになり、長期にわたって正味経済利益は正

を保つことから、完全所有の海外子会社による

生産が長期間続くことになる。

　以上は環境が一定の条件のもとでの分析であ

るが、環境が変わる動態的分析の場合には総経

済利益と内部化費用の両方に影響があり、環境

の不確実性と市場の競争を考慮にいれなければ

ならない。不確実性の増大は、契約プロセスを

複雑にし、取引費用を高め総経済利益曲線を上

方ヘシフトさせる。内部化費用は不確実性の増

大のため、子会社のコントロールのためにより

多くの情報処理を必要とし、組織のコントロー

ルにかかる費用が高まる。両曲線は上方にシフ

トするが組織構造の切り替えのタイミングは総

経済利益曲線と内部化費用曲線の変化と不確実

性Uの変化とを比較すればよい。dGEB／4σ＞

4∫C／4σなら海外の子会社による生産が選ばれ

る。但し副C／dσはおもに組織をコントロー

ルすることにかかわる費用の変化によって決定

される。不確実性の増大はノウハウが技術にも

とつく企業よりもマーケティングにもとつく企

業の方が子会社からライセンス生産する方ヘシ

フトすることになりやすい。また競争が高まれ

ば総経済利益曲線は下方ヘシフトする。ノウハ

ウが技術に基づいている場合には完全所有の子
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会社を設立して外国市場に参入しやすいが、ラ

イセンス生産は外国市場の対象となる産業の成

熟度にも依存し、先進国の場合には採用しやす

い戦略となろう。外国市場が発展するにつれて

子会社による生産からライセンス生産に切り替

えるタイミングが早まる。この場合時間の経過

とともに市場の失敗の程度によって決まる水準、

つまり事前と事後の取引費用の総額の下限が引

き下げられることによってライセンス生産に切

り替えるタイミングが早まる。

　以上のモデルは外国市場のライセンス生産者

の数は時間と経済発展に依存するかどうかを検

証するための具体的なモデルを提供している。

検証する変数としては、移転されるノウハウの

タイプ、模倣企業によるノウハウの拡散の程度、

外国市場の需要の不確実性それに外国市場の産

業と経済の発展の段階などが選ばれるであろう。

キムとヒルが指摘するところによればこのモデ

ルは収入の側に対する取引費用の影響を無視し

ているのでその点で理論が弱いことを指摘して

いる。例えば同じ費用構造を持っている企業で

も収入はライセンス生産者と完全所有子会社と

では異なるからである。また水平的統合を行う

か否かの問題、つまり海外に完全所有子会社を

設立するかライセンス生産をするかの問題には、

ノウハウは契約を通して移転されるので、契約

の困難性が付きまとう。このことは、ノウハウ

を完全に移転することを妨げる状況では企業は

海外子会社を選好しやすいことを意味する。ま

たモデルは垂直的統合の現象についても説明し

ないことが指摘できるが、垂直的統合を組織の

戦略として取るか否かは、資産の特定性に関連

して最初に触れたので、次に、取引費用と内部

化の程度及び多様化との関係を、ジョーンズと

ヒルのモデルを中心に、組織構造選択の戦略に

ついて検討する。

　（2）取引費用と多様化

　ジョーンズとヒルは取引費用の一種と考えら

れるモニタリング費用と階層組織が取引費用を

節約するときに生じる内部化による経済的利益

を考えることによって内部化の程度を決定する

モデルを開発した［Jones　and　hill，1988］。取

引の内部化による利益は垂直的統合、関連性の

ある多様化（related　diversification）、関連性

のない多様化（unrelated　diversification）から

生じる。垂直的統合を企業戦略としてとると便

益として統合の経済が、関連性のある多様化戦

略からは便益としてスコープ（scope）の経済が、

また関連性のない多様化からは、便益として内

部資本市場の経済がそれぞれ得られる。垂直的

統合からの便益は特定の資産に投資することに

よって財と用役の低い生産費用を実現し、少数

取引において生じる機会主義や情報の偏在によ

る取引の困難性を克服する便益をもたらす。ま

た情報の遍在によって資源配分を誤る可能性を

除き、より多くの情報を得ることによって、企

業が部分最適化を避け、資源利用の利益を増す

ことができる。また取引当事者との複雑な契約

を省略できるので、内部化は利益をもたらす。

スコープの経済はインプットを共有することか

ら生じる便益である。インプットが共有される

ときには、スコープの経済を契約に起草したり、

モニターしたり実施することが困難なので条件

つき契約をしなければならない。この場合には

情報の遍在や制約付き合理性の存在のため、全

ての起こりうる事象を契約に起草することは費

用が高くつくが、関連性ある多様化はこれらの

取引を内部化することによって費用を節約する

とともに取引の困難性を克服できる便益が生じ
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る。内部資本市場の経済は外部資本市場におけ

る機会主義や情報の遍在から生じる市場の失敗

を源泉とし、内部監査によって機会主義的行動

を排除し、組織の効率を高めるためのモニタリ

ング制度や、インセンティブ・システムを採用

することによって組織のコントロールを促進し、

効率を高めることによって得られる便益である。

他方取引を内部化することによっても機会主義

が生じる可能性がある。例えば階層組織がプリ

ンシパルとエージェントから構成されると仮定

すればエージェントが機会主義的な行動をとる

機会があるかも知れない。ここにエージェント

の機会主義的行動をモニターすることによって

組織の不効率を除くことができよう。エージェ

ントの機会主義的行動をモニターして情報を得

ることにかかわる費用がbureaucratic　costで

ある。以下これをモニタリング費用と呼ぶこと

にする。各部門の限界生産物がすぐにモニター

されないときに、なまける（shirking）可能性が

生じる。関連性ある多様化は最も高い水準の経

済的利益を実現するが、また最も高い水準のモ

ニタリング費用がかかる。関連性のない多様化

からの経済的費用は最も低い水準の経済的利益

を実現するが、最も低い水準のモニタリング費

用ですむ。垂直的統合のそれはともに両者の中

間にある。ジョーンズとヒルは内部化の最適水

準を決定するにあたり限界モニタリング費用M

BCと企業の採用する戦略から得られる限界経

済的利益MEBを用いた限界分析を採用した。

　第19－2図で限界経済的利益は内部化の規模

が大きくなるにしたがって減少する右下がりの

曲線で示され、限界モニタリング費用は内部化

の規模が大きくなるにしたがって増えるので右

上がりの曲線で示される。均衡点は12で達成

される。Ilの規模では、内部化を進めることが

ドル

費用
便益

ハ4βC

MEβ

11／2∫3

図19－2

内部化

利益となり、13の規模ではない部下をやめ撤退

することが企業によって利益となる。このよう

な静態的フレームワークから動態的フレームワー

クに拡張することができる。

　変化する環境下では企業は戦略をどのように

変えるのであろうか。企業の利益は経済的利益

とモニタリング費用を決める要因の変化によっ

て変動する。環境の変化は戦略に関連するモニ

タリング費用を高めるかもしれない。急速な技

術変化に対応するにはモニタリング費用を高め

なければならない。技術のシナジーは関連性の

ある多様化にとって重要であるから、技術に変

化があるということはこれを管理するためのモ

ニタリング費用に影響を与える。この理由から

関連性のある多様化の総モニタリング費用の方

が関連性のない多様化戦略のそれよりも上方に

シフトし、それによって関連性のない多様化戦

略の相対的な利益が増える。技術変化が生じる

ときには、関連性のある多様化から関連性のな

い多様化へ戦略を変えるのである。しかしジョー

ンズとヒルのモデルは、関連性のある多様化の

方が関連性のない多様化よりも利益があると仮

定しているが、この命題が当てはまるかどうか

は、与えられた状況に依存する。経済的利益を
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得るにはモニタリング費用をかけねばならない。

内部化からの利益が製品市場の変化によって増

えるならば、企業は企業買収によって拡張し、

管理構造を変えることを急ぐであろう。

［21］　取引費用とネットワーク、自己組織三

一ネットワークと囚人のジレンマー

　ここでは組織の形態として階層と市場との中

間に位置するネットワークを取引費用との関連

で取り上げ、取引費用が市場と階層とネットワー

クを分けるカットオフポイントになりうるかど

うか、また取引費用と関連する機会主義とシャー

キング（shirking）についてジャリロとリカート

の所論によりながら検討を加えよう［Jarillo

and　Ricart，1987］。戦略的ネットワークは外

部の競争者に対してネットワークの中の企業に

競争的利益を獲得または維持させる、異なるが

関連した企業間の長期的な目的的な調整を行う

システムである。ネットワークが垂直的統合ま

たは準垂直的な統合組織と異なる点はネットワー

ク内の異なる企業はほとんどの次元で独立して

いること、価格機構にも階層にももとっかず、

適応を通じて調整されるシステムであることに

ある。これは特殊な法的結び付きのない暗黙の

契約に基づいた長期の関係である。ネットワー

クは法的組織と関係を使って次のように分類で

きる。

　　　　　　　　　　表1

　　　　　　　　　関　　係

　　　　　ゼロサムゲーム　ノンゼロサムゲーム

市場法的

階層形態

古典的市場

官僚制

ネットワーク

クラン

　古典的市場は、多くのプレーヤーが一時的取

引の基準で相互に影響を及ぼしている。官僚制

は公式的観点からは階層組織であるが、対立す

る労務管理関係を表す。クランは、ウイリアム

ソン流の階層組織であり、公式の組織の環境の

中での特定されない契約を通して実行される長

期の関係である。ネットワークはその中心企業

が他のメンバーと特別の関係を持ち、その特徴

は階層関係のほとんどの特徴を持つ。それらは

相対的に非構造的な課業、長期的観点、相対的

に特定化されない契約などを含んでいる。例え

ば既存の供給者と取引するノウハウについては

資産の特定化があるから、それらは投資の特徴

を持つ。契約する側はそのほかの面では接触は

なく、独立の組織として存在する。ネットワー

クの活動は内部に内部費用ICが発生する。こ

の場合外部の費用ECでサブ契約できるが取引

費用TCが発生する。それ故にICとEC＋T

C問の関係に依存して特定の活動は統合された

り統合されなかったりする。ネットワークの最

初の制約はEC＜ICである。このことを所与

として、共同する企業がEC＋TC＜ICであ

る点まで取引費用を節約することができなけれ

ばならない。市場では取引費用は市場のどの企

業に対しても十分に低い水準にある。ネットワー

ク内では参加する企業には意識的な努力を通じ

て低めることのできる費用があって、ネットワー

ク内の企業はネットワーク内にあることから競

争効率を享受する。ネットワークは効果的で効

率的であるときにのみ維持される。ネットワー

クが他の組織形態よりも低い総費用で目的を達

成するとき、有効であるという。この有効性は、

技術的考慮と取引費用に依存している。ネット

ワークの個々の参加者がネットワークの部分を

構成することにより、より多くの利益を得ると

考えるとき、ネットワークは効率的になる。こ

のことは次の2つの要因に依存する。第一に、
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参加者が共有する大きなパイがあることを参加

者が認識すること、第二にパイを共有する公正

な機構があることである。ネットワークにおい

ても、機会主義的行動や相手をあざむき、ずる

く立ち回るシャーキング（shirking）の問題が生

じる。これをゲームとしてみると、信頼性が欠

けている場合には、囚人のディレンマのゲーム

のように得られる結果は好ましいものではない。

これを避けるには信頼が保たれるか、または取

引費用のところで考察されたように条件つき契

約を結ぶ必要がある。

　ゲームの理論の囚人のジレンマの例を考えて

みよう。

　いま2人の囚人が犯罪を犯して警察に留置さ

れているとする。囚人は自白しな

いように互いに協力すると、Rの報酬を与えら

れ、非協力であるとPの罰を与えられる。Rよ

り大きい誘惑がある値Tが存在し、一方の囚人

が協力し他方が協力しない場合に一番低いペイ

オフSが協力した囚人に与えられ協力しなかっ

た囚人にはTが与えられる。効用の大きさはT

＞R＞P＞Sであり、各囚人は非協力である方

がよいことがわかるから、結局（P、P）を選

んでしまうことになる。このことを企業行動に

適用すれば、協力の明かな利益があるにもかか

わらずシャーキングの誘惑があるということで

あるから、ゲームを変える必要がある。アクセ

ルロッドは、囚人のディレンマに似た特徴を持

つコンピュータ・ゲームについて述べている。

このゲームのルールは最初協力することからは

じめ、どのステージでも相手がした通りのこと

を行う。この戦略は有効であって相手を負かさ

ないが最終的には対等になった。人は将来のビ

ジネスを継続しようと考えれば欺くことはしな

いであろう。還元すれば、プレーヤーはゲーム

が長期にわたって繰り返されるならば協力する

と考えられる。

　　　　　　　　　表2

　　　　　　　協　力 非協力

協　力

非協力
R，R
S，T

T，S
P，P

　企業は垂直統合によって様々な利益を得るこ

とが出来ると考えられる。それらは垂直統合の

経済、インプット市場における不確実性の削減、

製品市場における不確実性の削減、製品市場に

おける独占力の獲得、インプット市場における

独占力の獲得、参入障壁の創出または強化であ

る。不確実性が経済環境にはつきものであって、

インプット市場の不確実性は垂直統合によって

減ずることが出来る。取引費用の観点からは垂

直統合を行わなければ少数主体間交渉が支配的

となり、かつ不確実性に直面して、限定された

合理性のために、適応的で逐次的決定プロセス

が最適性を持つような状況のもとにおいて垂直

的統合が行われるのである。

　自律的ないし準自律的な単位の間で限定付き

の結合利潤最大化になるような同意に達しよう

とする場合には、契約に欠陥が生じたり、他の

当事者をだまそうとするなど危険性がでてくる

のに対して、合併の契約が行われる場合にはこ

うした危険性を大いに減らすことが出来る。し

かし他の契約上の代替案にかかる取引費用の方

が垂直統合が行われる取引費用よりも安い場合

には前者が選択される。垂直統合に対するイン

センティブは生じない。

　一般に企業が市場で取引する場合に交渉費用、

モニタリング費用、実施する費用が発生する。

この取引費用が非常に高くつくときには取引す

る企業は市場で取引することをやめて、組織を

作り経済効率を上げようとする。市場での取引
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を妨げる諸要因としてウィリアムソンは環境の

諸要因と人間の諸要因を考慮した。

　ウィリアムソンの経済組織に対する一般的な

アプローチは次のように要約できる。市場と企

業とは代替的であり、取引を市場で行うか、あ

るいは組織内で行うかはその効率性に依存する

が、契約を作成し、実施する費用は取引当事者

の人間の諸特性と市場の客観的諸特性に応じて

変動する。取引を妨げる諸要因は市場と企業内

とではややちがった現れ方をするが、どちらの

場合にも同じ諸要因の組合せが当てはまる。こ

れらの諸要因としては制約つき合理性、機会主

義、不確実性と複雑性、少数性、情報の偏在、

資産の特定性などが挙げられる。

　情報の偏在は主として不確実性と機会主義か

ら生じるが、制約つき合理性も関連を持ってい

る。これは取引のある当事者には知られている

が、他の当事者がこの情報を知るには費用がか

かるということである。そして情報の偏在は先

発者の諸条件とも関係があり、部内者は部外者

より情報に関して特定取引に固有の経験を有し、

最初の契約を与えられたことによって、情報を

戦略的に用いることができる。

　資産の特定性は契約により取引の一方の当事

者によって取引の他方の当事者のためになされ

た投資が、両者にとって特定的な資産に対する

投資となり、新たに契約によって市場取引を行

うには取引費用が高くつくため大きな困難が生

じることを意味する。

　取引に特定的な資産に対する投資が行われて

いたり、情報の偏在が存在すると機会主義的行

動を助長する。このような可能性を避けるには

包括的な条件つき請求権契約を結んで起こり得

るあらゆる状態に備えて保険をかけるべきであ

ろう。しかしこのような契約を結ぶのは多数の

起こり得る状態を考慮しなければならないので

コストが高くつく。もしも市場で取引するコス

トが高くつくときには、企業は取引を内部化す

ることによって取引費用を節約し、経済的利益

をあげることが出来る。

　ウィリアムソンは部品を内製するか外注する

かの問題を取引費用と資産の特定性の概念を用

いて分析している。このモデルでは、資産の特

定性が低い時には、部品の供給企業は購i入企業

に比べて生産費用に関して優位性を持つ。

　内部資本市場の経済は外部資本市場における

機会主義や情報の偏在から生じる市場の失敗を

源泉とし、内部監査によって機会主義的行動を

排除し、組織の効率を高めるためのモニタリン

グ制度や、インセンティブ・システムを採用す

ることによって組織のコントロールを促進し、

効率を高めることによって得られる便益である。

他方取引を内部化することによっても機会主義

が生じる可能性がある。例えば階層組織がプリ

ンシパルとエージェントから構成されると仮定

すればエージェントが機会主義的な行動をとる

機会があるかも知れない。ここにエージェント

の機会主義的行動をモニターすることによって

組織の不効率を除くことができよう。それゆえ、

機会主義的行動を阻止する契約実施メカニズム

を考案することができる。

　市場の取引費用から部品の内製にともなう管

理費用を差し引いた差額と資産の特定性の程度

から、市場を用いるか内部組織を用いるかのカッ

トオフ・ポイントを見つける考え方は、多国籍

企業の海外投資の問題にも等しく応用できる。

多国籍企業が海外に子会社を設立して生産を行

うかライセンス生産するかの問題はノウハウの

複雑性を資産の特定性に代替すればライセンス

生産するかどうかの切り替えの問題を解くこと

一67一



経済学研究第71巻第4号

ができる。また、部品生産のような垂直的統合

の問題でも、部品の設計や加工方が秘密である

というようなノウハウが市場取引との関連を持

つ場合にも適用できよう。ヒルとキムは多国籍

企業の水平的統合、つまりライセンス生産か子

会社の利用かの問題にノウハウの拡散の危険と

時問を考慮にいれ、取引費用として事前費用と

事後費用の概念を導入した。事後費用は機会主

義にかかわる費用であり、事前費用との和が総

取引費用であり、ノウハウの拡散の危険をどの

程度で選ぶかは総取引費用が最小になるところ

で選ぶ。時間を考慮に入れると総取引費用曲線

は逓減する。しかも内部化によってこの総取引

費用は節約されるから、これが総経済利益と考

えられる。他方企業の費用として内部化費用が

考えられる。両者の差は正味経済利益であり、

これが負から正あるいは正から負に転換すると

ころがライセンス生産から子会社による生産あ

るいはその逆の戦略を取るべき切り替え時点で

ある。企業の持つノウハウの特性により内部化

費用が異なることが考えられる。企業のノウハ

ウが技術に基づく場合とマーケテングに基づく

場合がこれであり、後者の場合にはブランドの

質を維持するため、モニタリングや情報処理に

かかる費用が多くかかるため前者よりも内部化

曲線が上方にシフトする。その結果正味総経済

利益が正になる期間が短い。従ってライセンス

生産が多くみられることになる。つまりマーケ

テングにもとつく企業はライセンス生産から海

外の子会社による生産への切り替えはノウハウ

が技術に基づいている企業よりも遅くなり、さ

らに時間の経過とともに、ライセンス生産への

切り替えが早く到来することになる。連続的に

技術革新が続く場合には総経済利益曲線も内部

取引化費用曲線もなだらかな右下がりの逓減を

続けライセンス生産に切り替わるタイミングは

ない。外国市場の産業と経済発展の程度によっ

ては、子会社による生産からライセンス生産へ

のタイミングが早くなることがある。ヒルとキ

ムのモデルは変数を適切に選択すれば検証が可

能なので操作性の高いモデルといえるであろう。

戦略と組織の選択を考えるに当たり取引費用と

多様化をテーマとしたジョーンズとヒルの議論

がある。ジョーンズヒルのモデルは取引費用の

一種と考えられるモニタリング費用と内部化に

よって節約された経済利益を考えることによっ

て内部化をどの様な内容でどこまで進めるべき

かを決定するモデルを開発した。内部化による

経済利益の源泉として統合の経済、スコープの

経済、内部資本市場の経済を抽出した。また費

用の側にモニタリング費用を取った。モニタリ

ング費用は機会主義を除き組織の経済効率を高

めるためには不可欠の費用である。特にこのモ

デルでは関連性のある多様化を取り扱う場合に

は共通資源の配分の問題が生じ、モニタリング

の問題を考慮に入れる必要がある。モデルでは

最初に内部化の最適水準を決定するに当たり限

界モニタリング費用と企業の採用する戦略から

得られる限界経済的利益を用いた限界分析を行

い均衡点を得た。動態的モデルでは両曲線のシ

フトする局面を環境の静態的な場合と変化する

場合に分けて考察している。環境の変化は組織

構造の変化をもたらし費用曲線を上方ヘシフト

させるであろうし、競争の激化は機会主義的行

動を弱め内部化の動きを減らすであろう。ジョー

ンズとヒルは二つの命題を挙げた。第一は関連

性のある多様化はシナジーを利用する機会が多

くなり得られる利益も多いというものであり、

第二は関連性のない多様化からの利益は多様化

の低い水準では相対的に低いというものである。
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関連性のある多様化からの総利益曲線と総モニ

タリング費用との差が正味経済的利益であり、

先の限界分析の均衡点で決まった内部化からの

利益が最大になるところで、関連性のない多様

化戦略を取ることにより企業は利益を最大化す

る。このモデルでは命題が当てはまるかどうか

は各企業の状況によるという点が指摘できよう。

ネットワークは組織と市場との中間的な形態で

あるが、近年多国籍企業にみられる形態となっ

ているので、取引費用がネットワークとどの様

にかかわりうるかを見てきた。ネットワーク内

では参加する企業に意識的な努力を通じて低め

ることのできる費用があって、ネットワーク内

の企業はネットワーク内にあることから競争効

率を享受する。ネットワークが他の組織形態よ

りも低い総費用で目的を達するとき有効である

という。この有効性は技術的考慮と取引費用に

依存しているのである。機会主義はあらゆる構

造に存在するので、機会主義を妨げる契約の実

施システムを取り上げた。ゲームではシャーキ

ングを阻止するには、プレーヤー間の信頼が大

切である。垂直的な取引関係がある場合、再販

価格の維持や卸売レベルの包括的テリトリーを

決めることによって機会主義的行動を阻止でき

よう。

まとめ

　ここで扱った企業モデルにおいては複雑系の

要素として内部モデル、相互依存性、満足基準、

ゲーム、ポリエージェント・システムを含んで

いる。

　分権的企業組織をサブシステムからなるシス

テムとしてとらえ、システム全体の調整と効率

をはかるとき、複雑系とのかかわりはどのよう

に考えられるであろうか。組織は市場で生じる

不確実性や複雑性を扱いやすいように様々な工

夫を行っている。振替価格やシャドープライス

を用いて企業内に擬似的市場を導入し、企業活

動を調整し、企業内の資源配分の効率化をはか

ろうとする方法もその一つである。プロフィッ

ト・センターとしてのサブシステムは内部モデ

ルをもつ。企業モデルにおいてシステムが経営

全体の共通資源制約を持つとき相互依存関係が

ある。中央の管理者は税またはボーナスをサブ

システムに課すインセンティブ・システムの採

用によって調整と最適を達成する。外部性と退

化を避ける工夫がなされるが、企業モデルのデ

ザインに依存して機会主義、ゲームの可能性、

外部性が生じる。外部性は他部門の決定の後で

ないと自部門の決定ができないことによる不確

実性に関わっている。サイモン［H．A．　Simon，

1967］は価格メカニズムによる最適化に代えて

満足基準を採用することによって組織をコント

ロールすべきであると主張している。

　分権化に伴って生じる問題の一つはある部門

が本社に対して故意に不正直な情報を送って相

手をあざむき、それによって利益を得る機会主

義の可能性である。もう一つの問題は不確実性

の問題である。現実の企業の資源配分は不確実

性のもとで行われているので確定的モデルを不

確実性のもとでのモデルに拡張する必要がある。

そのような場合に、各部門は客観的というより

は主観的に、異なる状態についての確率を知っ

ているという点が重要である。企業が直面する

状態が無限にあっても問題の本質的な性質は変

わらないから、部門は有限の数の離散的な分布

によって無限に多くの状態に対する確率分布に

近づくことができる。従って分解原理とその拡

張された方法は直接的に不確実性下の資源配分
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問題に適用できる。一般化された目標分解モデ

ル（GGDモデル）の特徴は満足基準を基礎とし

た部分最適を求めて組織の決定活動を調整する。

モデルは目標からの偏差を最小にする目的関数

を組み込んでいる。マネジメント・ユニットは

目標からの偏差に掛かるウェートを通じて交渉

力の強さを発揮できないものと考えられる。こ

の点で、ポリエージェント・システムと考えら

れるGGDモデルをゲーム問題とすることなく

解を得る方法であると考えることができる。複

雑系に関わる経営問題について、企業は複雑性

を単純化したり学習効果や満足化基準を用いた

り、自己組織化や創発を得るため目標や割り当

て（quota　setting）を与えて問題解決を行う

のではなかろうか。

　内部組織の中に制約つき合理性、情報の偏在、

不確実性・複雑性、を含んでいる。

　経営組織形態の選択やシステム思考に関わる

意思決定の問題は制約つき合理性を基礎とした

分析を試みるとき、複雑系とどのような関わり

を持つと考えられるであろうか。この問題を考

えるに当たって制約つき合理性　（bounded

rationality）、複雑性、不確実性、情報の偏在

（情報の非対称性）、少数性、機会主義を考慮し

て、組織の生成の理由と階層構造について考察

したウイリアムソンのアプローチが役立つ

［Williamson，1975］。制約つき合理性は合理

的であろうと意図されてはいるが、それには限

界があるということである［Simon，1961］。不

確実性あるいは複雑性の二つの条件のうちどち

らかが欠けていれば、適切な条件付き行動の組

を規定することができる。不確実性がある場合

には決定する際に、正確さを近似によって置き

換えなければならない。不確実性や複雑性が存

在する場合に制約つき合理性の問題が生じる。

内部組織は機会主義を減じ不確実性、複雑性に

対処できる。内部組織は市場での交換とくらべ

て、効率的なコードが使われる。コード化は複

雑な諸事象を要約することができる。内部組織

は諸個人の期待を互いに似たものに収束させる。

これは市場状況に関連して互いに独立の決定を

下すときに生じる不確実性を緩和するのに役立

つ。

　取引費用と組織の生成、階層の進化において

は、市場における契約、仲間集団、階層組織、

インセンティブ・システム、所有権理論、資産

の特定性と垂直統合、経路依存性、進化を内包

している。

　一般に企業が市場で取引する場合に交渉費用、

契約を作成する費用、機会主義的行動をモニター

するための費用、実施する費用などの取引費用

が発生する。この取引費用が非常に高くつく時

には企業は市場で取引することをやめて～組織

をつくり経済効率を上げようとする。市場と組

織の中聞形態としてオール・チャンネル型ネッ

トワーク形態や車輪型ネットワーク形態のチー

ム（仲間集団）がある。この集団は、通常は協

同的な活動を行い、支配と従属の関係を伴わな

い。生産高の測定と報酬の配分という点から測

定の問題が存在する。もし生産の諸要素の共有

がない場合には個々の要素の所有者が機会主義

的行動や相手をあざむき、ずるく立回るシャー

キング（shirking）をするインセンティブが存

在する。シャーキングを妨げる方法としてアル

キャンとデムゼッッは監督者を残余持分請求権

者にする方法を考えた［Aichian－Demsetz，

1972］。取引に特定的な資産に対する投資が行

われていたり、情報の偏在が存在すると機会主

義的行動を助長する。このような可能性を避け

るには包括的な条件つき請求権契約を結んで起
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こり得るあらゆる状態に備えて保険をかけるべ

きであろう。しかしこのような契約を結ぶのは

多数の起こり得る状態を考慮しなければならな

いのでコストが高くつく。コーポレート・ガバ

ナンス、ホールドアップ（hold　up）問題が発

生する。もしも市場で取引するコストが高くつ

くときには、企業は取引を内部化することによっ

て取引費用を節約し、経済的利益をあげること

が出来る。ウィリアムソンは部品を内製するか

外注するかの問題を取引費用と資産の特定性の

．概念を用いて分析している。このモデルでは、

資産の特定性が低い時には、部品の供給企業は

購入企業に比べて生産費用に関して優位性を持

つ。階層組織がプリンシパルとエージェントか

ら構城されると仮定すればエージェントが機会

主義的な行動をとる機会があるかも知れない。

ここにエージェントの機会主義的行動をモニター

することによって組織の不効率を除くことがで

きよう。企業間関係における垂直的制限の場合

には機会主義的行動を阻止する契約実施メカニ

ズムを考案することができる。情報の偏在は先

発者の諸条件とも関係があり、部内者は部外者

より情報に関して特定取引に固有の経験を有し、

最初の契約を与えられたことによって、情報を

戦略的に用いることができる。これは企業間関

係の経路依存性とも関連を持つ。また、最初に

選択した技術が経路依存性および進化と強い結

びつきを持つことも実証されている。

　技術変化と組織構造は活動のつながり、自己

組織化、創発を内包している。

　シナジーを利用した企業の取引活動に機会主

義、制約つき合理1生、情報の偏在性の入り込む

余地がある。それは操業シナジー、販売シナジー、

投資シナジーを利用した契約にもとつく取引を

行う際に生じるものである。かかる接近方法は

シナジーの観点からの取引費用に関する考察で

あるが、シナジー概念は活動のつながり（1inks）

を考慮しているので市場活動に不安定な状態が

発生すれば企業は契約による市場取引を放棄し

企業内にシナジーを可能な限り取り込む戦略を

とるのである。そこで、環境の不確実性を考慮

した技術変化とシナジーと関連する活動のつな

がりの状態によって効率的な採用すべき組織形

態が決定されると考えるのである。かかる形態

は活動の関連性の強弱によって決定される。し

かし外部からの破局（catastrophe）からの驚異

の存在を考慮して企業はシナジーから最大利益

を得るような組織形態は採用しない。企業の組

織内にシナジーの共有要素が多いと破局が生じ

た場合に企業の柔軟性を損ない生き残れない可

能性が高くなるからである。したがって企業形

態は環境に応じて決定されるのである。この点

は自己組織化、創発と関連する。ケイはこの二

変数間の関係により採用すべき戦略を決定する

モデルを定式化した［Kay，1982，1987］。さ

らにバーンズーストーカーによる機械的組織と

有機的組織をこれに組み込み四つの象限のカテ

ゴリーから成る組織を考察した。さらにM型組

織とU型組織およびそれらの中間形態の形成基

準を活動のグループの組織化のあり方に置いた。

また機械的組織と有機的組織の形成基準を意思

決定プロセスに置いた。この接近方法からは環

境が高水準の技術変化の状態にあるときには戦

略として低い関連性のある活動を考慮してM型

組織が採択されさらに高い技術変化を考慮して

非構造的問題に対処できる有機的なM型組織が

採択され、逆に環境が低水準の技術変化の状態

の場合には戦略は高い関連性のある活動を選択

することによって機械的U型組織が採択される。

ある時点で活動間につながりがあるか、あるい
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は時間の経過にともない関連性がでてくる場合、

環境の変化の程度に応じて企業の自己組織化と

進化が進むであろう。各サブシステムに自律性

を与えることによってサブシステム間または外

部との間の活動のつながりが創発される。情報

の観点からは、エージェントが仕事上で得た観

察が活動に関する知識を変化させるシグナルと

なる学習効果がある．。他の環境下では、それら

の観察が一見まったく迂遠の他の意思決定領域

において有効な情報を生み出す幸運な発見とな

るかもしれない。従って、情報処理構造も価値

を創造できる体系に変えていかなければならな

い。また、サブシステムの活動に対して組織に

ゆらぎを引き起こすような目標を与えることに

よって、カオスから新たに自己組織化を引き出

すことができるかもしれない。

　　企業は主観的に、異なる状態についての確率

を知っているので企業が直面する状態が無限に

あっても問題の本質的な性質は変わらないから、

有限の数の離散的な分布によって無限に多くの

状態に対する確率分布に近づくことができる。

不確実性がある場合には決定する際に、正確さ

を近似によって置き換えなければならない。不

確実性や機会主義を避けるため活動間のゆるい

結合（loose　coupling）も利用する。企業は環

境と技術変化の下で、活動のつながりを変え、

複雑性や不確実性を克服し、適切な意思、決定と

情報処理を行う組織形態に自己組織化するであ

ろう。
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